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へき地保健医療対策検討会報告書（案）  

1 はじめに  

○ へき地保健医療対策は、昭和31年度から10次にわたってへき＝地・離島の保嘩   

医療対策にかかる計画を策定してきた。第1次から第9次までのへき地保健医療   

計画は、嘩性を示すものとして策定して   

いたが、直近の第川次へき地保健医療計画は、地域の努附こ応じてへき地保健医 

療対策の充実を図るため、卿こ基づき、都道府県が策定すること   

としたものであり、平成18年度から実施されている。この間、へき地診療所やへ   

き地医療拠点病院の施設・設備整備に対する財政支援や、へき地医療支援機構の   

創設により、即  

こういった取組もあり、無嘩、へき地診療所り   

数は一定数を維持するなど、へき地・離島における施設面の整備は拡充してきて   

いると考えられる。   

○ 一方、過去のへき地保健医療対策検討会報告書で、①へき地医療支援機構やへ   

き地医療拠点病院の強化、②キャリアデザインの楓帥こついて必変性が示された   

が、即也・離島における保健医療サ   

ービスの確保について一義抑こは都道府県の責務に関わることとし、具体策を廟   

築することが必要であり、これについて国は助輝こととしたが、そ   

の後十分な連携が図られていない状況になっている。町き地医療に従事す   

る医師の確保についても、自治医科大学を卒業した医師に加え、今後は医学教育   

モデル・コア・カリ草子ラムにへき地医療が盛り込まれたことや、いわゆる地域   

枠出身の医師が増加していくことにより充足されていくことが期待されているが、   
教育段階等におけるへき地医療への意識付けや、受け皿となるきめ細やかな人事   

システムの構築等が併せて必要であり－、そのための十分な検討や対策が求められ   

屋⊥ 

○ このため＼本検討会では、平成22年度で終了することとなっている：第10次へ   

き地保健医療計画に引き続いて実施すべき、へき地・離島保健医療対策のあり方   

について、 坤牢7月）を踏まえ   
た、へき地保健医療を取り巻く様々な課題について、広範な視点から今般本報告   

書を取りまとめたところである。  

○ 本報告吾が、今後国及び都道府県割轍対風こおいて有   

効に活用され、へき地・離島に暮らす方々への医療提供体制が一層充実されるこ   

とを期待する。  

2 へき地保健医療対策の現状と課題について  
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山村、離島等へき地における医療の確保については、昭和31年度以来へき地保  

健医療対策として取り組んできたところであり、地域の実情に応じてへき地診療所  

における住民への医療の提供、へき地医療拠点病院等による巡回診療や代診医派遣、  

緊急時の輸送手段の確保や遠隔医療の導入等を推進してきた。   

このような個別の施設等の整備に加え、平成17年度までの第9次へき地保健医  

療対策においては、へき地医療支援機構を創設して支援体制を二次医療圏ごとから  

都道府県単位へ拡大し、平成18年度からの第10次へき地保健医療対策においては、  

各都道府県ごとにへき地保健医療計画を整備し、地域の実情に応じたきめ細かい支  

援体制を実施する体制を構築するよう努めてきたところである。   

このような状況の中で、今回の検討会において実施されたへき地医療に関する現  

況調査の結果、以下のような実態が明らかになった。  

（1）都道府県の取組について  

第10次へき地保健医療計画においては、都道府県がへき地保健医療計画を策   

定し、平成20年度までに医療計画に反映させることとされていた（平成18年5   

月16日付け医改発第0516001号各都道府県知事宛て厚生労働省医政局長通知「第  

10次へき地保健医療計画等の策定について」）が、実際に都道府県においてへき   

地保健医療計画を策定していたのは29都道府県（67％）という状況であった。   

また、同通知では、へき地医療対策の各課題について検討し、医師確保の取組を   

進める「協議会」の設置と活用も提言していたが、平成19年度に実績があった   

のは8都道県であった。  

個別の取組としては、国の補助制度を活用した施設や設備の整備は多くの都道   

府県が行っている外、通信回線の高速化などITの活用を促進するための環境整   

備、へき地医療に関する広報誌の発行等による住民への普及啓発等を行っている   

都道府県があった。  

（2）へき地で勤務する医師の確保について  

へき地に勤務する医師の多くは自治医科大学の卒業生であり、都道府県の医師   

確保に対する取組みも「自治医科大学の活用」というものが多いが、自治医科大   

学の調査によれば9年間の義務年限を終了した後もへき地で勤務を続けているの   

は、29．4％にとどまっていることが明らかになった。  

一方、自治医科大学の活用以外の医師確保の方策としては、地域枠や奨学金制   

度があるが、その現状を見ると、医師免許取得後にへき地で勤務することを義務   

付けた地域枠を設定しているのは11都道府県であり、このうち、学生に対して、   

へき地医療に積極的に動機付けするような、へき地・離島における体験実習等の   

特別なカリキュラムを設定しているのは3都県であった。  

また、へき地勤務を義務付ける奨学金制度を導入している都道府県は19都府   

県であり、大学等のへき地医療に関する寄付講座を創設している県は10県であ   

った。  
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（3）へき地医療支援機構の現状について  

へき地医療支援機構の現状を見てみると、へき地を有する43都道府県のうち、   

機構を設置しているのは39都道府県（91％）であり、4県が未設置であるものの、   

へき地を有する都道府県のほとんどで設置されている状況である。  

しかし、へき地医療支援機構の業務の責任者である専任担当官の活動状況につ   

いては地域ごとに濃淡があり、専任担当官がへき地医療関係業務に従事する日数   

を見てみると、週のうち4～5日従事する県が10県ある一方、0～1日と回答し   

た県が13県、1～2日と回答したところが8府県に上る状況をみると、「専任」担   

当官とは言い切れないところが半数以上を占めていることがわかる。  

また、今回418か所のへき地診療所について調査を行ったところ、へき地医療   

支援機構との関係について「全く関わりがない」と回答した診療所が219か所   

（52．4％）にも及んだ。この結果については、へき地診療所側がへき地医療支援   

機構の関与をよく理解していないための誤解も多いという指摘もあるが、機構か   

らの支援を最も享受しているはずのへき地診療所からみると、へき地医療支援機   

構との関わりが低いという状況が明らかになったと言える。  

（4）へき地診療所及びへき地医療拠点病院の現状について  

医師の充足状況であるが、へき地医療拠点病院においては263施設中44施設   

（16．7％）で医療法施行規則に規定する標準医師数を満たしていないことがわか   

った。診療所には標準医師数の考え方が無いが、病院の標準医師数の考え方を参   

考に算出すると調査を行った418か所のへき地診療所中69か所（16．5％）がこ   

れを満たしていない状況にあることが判明した。  

また、へき地診療所に勤務する常勤医の数の平均は1．2人、常勤医の勤務年数   

については、現在勤務している診療所に5年以上勤務しているという医師は全体   

の25．3％、10年以上勤務している医師も14．4％存在することがわかった。  

なお、へき地医療拠点病院に対し、へき地医療拠点病院にとって必要な機能に   

ついて意見を募ったところ、「医師派遣・研修、地域医療の提供等」、「医師等の確   

保・派遣機能」、「救急を含む医療提供体制に関する機能」が必要との意見が多く   

寄せられた。また、国や都道府県に対する要望等としては、「医師（特に総合診療   

のできる医師）等の確保」、「ドクタープールの創設」、「医師養成＿・キャリアパス   

の充実（総合診療のできる医師の育成、医師の生活環境への配慮等）」、「医師研修   

に関すること（臨床研修制度にへき地での研修期間を義務化等）」、「医療制度・医   

療体制に関すること（医師偏在の早期是正等）」、「財政支援に関すること（補助金・   

診療報酬）」等の意見があった。  

また、へき地医療拠点病院と同様にへき地診療所に対して国や都道府県への要   

望等について意見を募ったとこう、「医師等の確保への支援」、「医師研修及びキャ   

リアパスに関すること（へき地診療所医師のスキルアップ等）」、「医療制度・体制  
＼  
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に関すること（代診医制度の強化等）」、「財政支援に関すること（補助金の充実等）」  

等について意見が寄せられたところである。   

意見の提出状況については、へき地医療拠点病院から多くの意見が寄せられる  

一方、へき地診療所からの意見は比較的少なかったところである。  

（5）地域医療再生計画について   

平成21ヰ度第1次補正予算で創設された「地域医療再生基金」は、都道府県   

が策定する地域医療再生計画に基づいて行う、地域の医師確俸、救急医療の確保  

どの取組みを支援するものである。  

各都道府県が策定した地域医療再生計画は合計94計画あり、その中にはへき  

地・離島医療対策を重視した計画もみられた。   

今後、三並旦の都道府県において、地域医療再生計画に基づいたへき地医療対  

策が進められていくものと考えられる。  

3 へき地等における医療提供体制を構築する各主体の役割として求められること  

（1）へき地医療を担う医師、医療機関等へき地医療関係者に求められる 1   

0 へき地医療を担う医師像として、総合的な診療能力を有し、プライマリ∵ケ  

アを実践できる、いわゆる総合医（以下、「総合医」という。）を育成していく  

必要がある。具体的には、へき地において、初期救急、二次救急のトリアース  

病気の予防、慢性疾患の管理、看取り等を総合的に行う医師が挙げられる。   

○ 総合医の確保策として、日本プライマリ・ケア学会等関連3団体（平成22年  

4月から日本プライマリ・ケア連合学会）  の認定医制度卵か、（社）全国国民  

健康保険診療施設協議会の地域包括壊療・ケア認定制度等があるが、現時点で  

は制度創設して間もないこともあり、空摘はその活動を見守り、必要に応じて  

連携していくことが肝要であると考える。  

（2）都道府県の役割として求められること   

○ 都道府県全体の医療確保対策の中でのへき地保健医療対策の位置づけ、重要  

性をあらかじめ確認しておくことが必要であり、大切なことは、都道府県にお  

けるへき地保健医療対策への目標設定と目標を達成させる計画の内容をいか  

にするかにある。   

○ 都道府県は、第11次へき地保健医療計画の策定に際して、地域医療の分析  

を行った上で、先進事例（別添）を参考にして改善策を策定し、これらの取り  

組みを積極的に公表するとともに、国がそのフォローアップを行うような仕組  

みを作ることが求められる。   

○ また、地域枠選抜出身医師や自治医科大学卒業医師の活用方法や定着率を上  

げるための方策についても、都道府県ごとに検討することが重要である。   

○ 例えば、地域枠や奨学金枠の学生のモチベーション維持のため、都道府県（又  

はへき地医療支援機構）は積極的に当該学生とコミュニケーションを図るとと  
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もに、大学と都道府県・へき地医療支援機構が協同して地域枠等の学生に対し  

て地域医療に動機付けするような取組も考えられる。  

○ 主立」市町村（へき地を有する）と積極的に連携を図り、へき地勤務医師も  

巻き込んだ形で、医師確保や医療供給体制について協議できる場を設けること   

も考えられる。  

（3）市町村（へき地を有する）の役割として求められること   

○ 市町村は、勤務する医師がへき地での勤務を楽しみ、充実してもらえるよう  

に生活環境や勤務環境を整えるよう努力することが必要である。   

○ 市町村が保健・福祉・医療に関連する計画を立案していく過程において、へ  

き地勤務医師とも積極的に意見交換しながら進めていくことが必要と考える。   

○ 市町村単独での医師確保は困難な時代となってきており、市町村がお互いに  

情報共有を図り、横のつながりを密にしていくことが重要で、隣接する市町村   

同士の協定や高知県などで行われている柵村の枠を超えた広域連合として   

医師確保を目指していけるような協議の場を設けることも考えられる。  

○ 主立⊥市町村の各々の自助努力を促す取組として、例えば各市町村において、   

自治医科大学義務年限内の医師派遣を希望する場合は、給与、手当、住環境や  

勤務ローテーション等の現状を提示し、他施設と比較できるようにすることも   

考えられる。  

○ 二互」学生時代に、地域医療塞翌で家庭訪問することや現地での住民や行政   

を交えてのワークショップなどで地域との交流を深めることなど地域の自分   

たちへの期待を直接意識するような環境の醸成も重要であることから、市町村   

は、ワークショップや地域医壁実習の受入などについて積極的に対応すべきで   

あり、併せて受入に当たる指導医等の休暇や研修に対する代診を確保するなど   

の支援も必要であると考える。  

○ 主監 

らうようなシステムが作られていたり、福井県での1つの町が寄付講座を作っ   

ているという事例があり、このような取組を参考に、様々な取組方策について  

検討していただきたい。  

（4）国の役割として求められること   

○ 今回の報告書や策定指針を受けて、今後各都道府県が策定する改善案や第1  

1次へき地保健医療計画について、国がフォロ ーアップを行う必要がある。具  

体的には、各都道府県の計画の実施状況を支援する仕組みの構築として、例え  

ば、へき地医療支援機構の活動状況などの取りまとめや公表のほか、必要に応  

じて技術的支援も考えられる。   

○ また、各都道府県のへき地医療支援機構の専任担当官等が全て参加して、全  

国へき地医療支援機構等連絡会議（仮称）のようなものを作り、都道府県間の  

格差の是正や各都道府県間にまたがる事項の調整などを、国と共同して実行す  
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る必要がある。  

（5）大学の役割として求められること   

○ 地域医療・牒こ  

盛り込まれることになったこと等から、全ての学生に対する医学教育において、  

へき地保健医療に関して広く、カリキュラムに盛り込んでいくなど地域医療に   

関する教育を充実していくことが必要である。  

○ この際、都道府県やへき地医療支援機構と連携して、へき地・離島医療の現   

場を経験できるようなカリキュラムを任盛上、学生に対して地域医療やへき地   

医療に対する親和性を高める教育を行うことが望ましい。  

○ 皇室」教員の中に、へき地医療に従事した経験のある医師や総合医を加える   

ことによって、学生が総合医と接することができる機会を増やすことが可能と   

なるという意見があった。  

（6）医療の提供を受ける住民側に求められる意識等   

○ 住民が、へき地勤務医の生活面での実情を理解するようにしていく必要があ  

る。  

現場で患者のためにいつも働いている、何でも診てくれる、そして高度医療  

についても理解がある人がその地域で一番重要な医師であるということにつ  

いて、国民に認識してもらいたい。そのような国民の意識改革もしていく必要  

があるという意見があった。  

4 へき地保健医療対策に係る具体的支援方策の検討  

（1）新たなへき地医療支援機構の構築について  

○ 第9次計画より活動してきたへき地医療支援機構は、へき地診療所に勤務す  

る医師等の支援機能等、代診医等の派遣調整を的確に行うことが最大の任務で  

あり、さらなる向上が必要である一方、今後機構が果たすべき役割や位置づけ  

を明確化していく必要がある。また、へき地を有しているが機構未設置の県に  

ついては、設置を行うようにすべきである。   

1）新たなへき地医療支援機構の位置づけについて  

○ 現行の位置づけに、第10次計画策定時に創設することが求められた「へ  

き地保健医療対策に関する協議会」やその後の議論を踏まえ、以下のように  

修正することが確認された。  

へき地医療対策の各種事業を円滑かつ効率的に実施するため、各都道府県  

に1箇所「へき地医療支援機構」を設置する。へき地医療支援機構は、専任  

担当宜を置く。また、へき地医療拠点病院の代表、地域医師会・歯科医師会  

の代表、市町村の実務者、地域住民の代表等によって構成する「へき地保健  

医療対策に関する協議会」において、へき地医療対策の各種事業の実施につ  
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いて実質的な助言・調整等を行う。   

へき地医療支援機構の運営主体は、これまでへき地医療支援の中核を担っ  

てきた、あるいは担い得る都道府県又は医療機関等とし、専任担当室はへき  

地での診療経験を有する医師であって、へき地医療支援機構の責任者として、  

へき地医療に関する業務に専念できるような環境を整えることが必要である。  

○ なお、  平成18年の医療法改正で都道府県に設置が義務付けられた地域医療  

対策協議会との連携、連動を密にするこ七に留意する必要がある。  

2）専任担当官（医師）のあり方について  

○ 専任担当官（医師）のあり方としては、現場の堕として、機構の組織とし   

ての意識付 

る。例えば、自治医科大学卒業医師や地域呼出身者など地域医療に意識の高   

い医師を中心に位置づけ冬ことが考えられる。また、ある軽度長く担当官と  

して務められるようにすることが重要である。   

○ 専任担当官（医師）の勤務内容としては、へき地医療に専念するような工   

夫が必要であり、例えば、   

① 現場の医師と行政とのパイプ役が必要であり、都道府県の医務主管課に、  

へき地医殊の勤務経験を持つ臨床医を専任担当官として配置すること、   

②へき地診療所の現地視察を行って、状況を聞皇⊥首長と意見交換すること  

も必要である。   

○ なお、専任担当官については、実質的には必ずしも「専任」していない場  

合があり、  「専任」でも「兼任」でも支出される補助金が同じというのは適遡  

兼任担当官を複数配置する方法も含めて検討するべきではないか  ではなく、  

との意見もあった。  

3）新たな支援機構の役割について  

○ へき地医療支援機構の位置づけとしては単なる支援機関ではなく、ドクター   

プール機能やキャリアパス育成機能も持たせることが肝要であるとした上で、   

現行の役割を含めて、以下の役割があげられた。  

なお、  医師だけでなく、看護師、保健師ら医療スタッフに対しても機構の  

役割を拡大すべきではないかとの意見があった。  

①へき地医療拠点病院に対する医師派遣の要請  

②へき地医療拠点病院における医師・歯科医師等の派遣登録業務及び当該   

人材のへき地診療所等への派遣業務に係る指導・調整  

③へき地医療従事者に対する研修計画・プログラムの作成  

④総合的な診療支援事業の企画・調整  

⑤へき地医療拠点病院の活動評価  
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⑥へき地医療拠点病院における巡回診療の実施に関すること  

⑦へき地医療機関へ派遣する医師を確保するドクタープール機能  

⑧へき地で勤務する医師のキャリアパスの構築  

⑨へき地における地域医療の分析  

⑲へき地医療拠点病院においてへき地医療支援に従事している医師に対す   

る研究費の配分  

⑪ぺき地保健医療情報システムのデータ登録、更新及び管理  

⑫就職の紹介斡旋、就職相談、その他就職に関する情報提供  

○ なお、ドクタープール機能を支援機構以外の医療対策協議会や地域医療学   

講座などに持たせることも考えられ、都道府県によって一律にすべきではな   

いのではないかという意見があった。  

4）へき地医療支援機構に対する評価について   

○ 支援機構に対する評価については、現在以下のような取扱となっている。  

へき地医療支援機構の活動については、当該機構の設置されている都道  

府県のへき地医療担当部局が評価し、当該評価結果に基づいてへき地医療支  

援機構に必要な指導を行う。また、都道府県は、評価結果及び指導の内容等  

を含め、へき地医療支援機構の活動状況について積極的に情報公開を行う。  

なお、国は、都道府県に対し、評価指標・方法の研究開発等の技術的支援を  

行うものとする。  

○ これに加え、  「全国へき地医療支援機構等連絡会議（仮称）」など全国のへ  

き地医療支援機構が一堂に会する場を設けて、お互いの情報共有や協議、評  

価などを行うこと  も有効と考えちれる。  

5）新たなへき地医療支援機構に対する支援方策について   

○ へき地医療支援機構に対しては都道府県が全面的に支援する必要があ軋   

また、機構が派遣する、へき地診療所への医師確保の手段としては、二次医  

療圏内の拠点病院のみならず、  都道府県単位で大学病院、自治体病院、民間  

病院等が支援していくとともに、  地元医師会、保健所などとの連携を重視す  

る必要がある。  

○ 二互」機構だけでは限界があり、医師確保の手法として、市町村が長崎や   

島根のように広域連合を作り、．臨床研修病院を持つなどしてマンパワーの確  

保に努める  ことが考えられる。なお、この場合、  内部の医師のキャリ▲ァプラ  

ンや人事のネットワークなどを持ち、きめ細かな対応が必要となることから  

組織全体が自ら計画し目標達成に向け公平に活動するといった状況が確保  

できるかについて、  十分な配慮が必要である。  
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（2）へき地医療への動機付けとキャリアパスの構築について  

1）医師の育成過程等におけるへき地医療への動機付けのあり方等について   

○ へき地だけにこだわらず、地域医療全体を見渡して、地域に根ざした医師  

をどう育てるかという仕組みが必要である。  

例えば、総合医の確保策として日本プライマリ・ケア学会等関連3団体の  

認定医制度等も一手段として考えられる一方、本人や周囲への意識付けと、  

本人のステップアップの双方を満たすような制度として、医学教育の中で統  

一したカリキュラムを履修した医師は「地域医療修了医」というような肩書  

られるという意見があっ   きを与えることも大きな動機付けになることも考え  

皇。  

○ また、、地域枠や奨学金枠の学生のモチベーション維持のため、都道府県堂   
へき地医療支援機構が積極的に当該学生とコミュニケーションを図るとと   

もに、大学と機構が協同して地域枠等の学生に対して地域医療に動機付けす   

るような取組なども求められる。  

○ 一方、大学の医学教育において、へき地医療支援機構のしくみ等へき地保   

健医療に関して広くカリキュラムに盛り込んでいくことや、地域枠の学生へ   

のプログラムについて、地域医療の経験者に入ってもらい、具体化すること   

も非常に重要である。  

○ さらには、地元中・高校生を対象とした、体験学習、出前講座など地域医  

療やへき地医療に関する学習の機会を積極的に設けてはどう嘩塵   
2＿皇。  

○ なお、医学教育における地域医療実習（特にへき地医療）  を充実させると  

を  求める意見もあった。  主 ＿ この活動を財政的に支援する  ともに、   

2）安心して勤務・生活できるキャリアパスの構築について   

○ へき地勤務医等が、自分のキャリア形成や家族への影響について心配する  

ことなく勤務できるような、医師派遣（定期的な交代）の枠組み作りに必要  

な対策について検討する必要がある。   

ア キヤリアパスのあり方について   

○ キャリアパス作成に当たっては、以下の事項に十分留意する必要がある。  

① へき地勤務医の子育て、家族支援などを考慮に入れたキャリアデザイ  

ンの策定  

② 勤務体制の中で休暇が臨機応変に取得できる体制の構築（産休・育休  

を含む）  

③ へき地での勤務に偏らないようにするための体制整備   

○ また、つき地勤務医等が安心して勤務・卿へき地医療  

を担う全国的なネットワーク組織が必要という意見や、自治医科大学卒業  

医師の場合、義務年限盈里へき地勤務蚕片道切符になっていることから、  

9  

‾∴‾∴j   



希望すればへき地勤務上他のポストを行き来できるようなサイクルを堕聾  

する必要があるとの意見もあった。  

○ 以上の検討を踏まえ、へき地に勤務する医師のキャリアデザインのモデ   

ル案を厚生労働科学研究（主任研究者：鈴川正之一自治医科大学教授）で作   

成した（参考資料）。  

このモデル案について出された様々な意見を踏まえ、以下のようなモデ   

ル例が考えられる。  

へき地に勤務する医師のキャリアデザインのモデル例  

① 大学等－（研修部分では大病院を含む）、へき地医療拠点病院等（地域   

の中核的病院を含む）、へき地診療所等（へき地にある病院も含む）の   

3本の柱を行き来しながらキャリアを重ねていく構造である。  

このように3本柱間の長期間にわたる移動を前提にしているので、こ   

のキャリアデザインで動いている場合には、身分的な保証・年金の継続   

の保証などを考える必要がある。  

② 一定の区切りごとに1年間の自由期間を設けてあり、この時は3本の   

柱から離れて自分のキャリアアップを図ることもできる。臓器別の専門   

医の研修、基礎研究、留学、行政での活動経験を得ることが可能となる   

とともに、次の勤務期間をどのようにするか考える期間にもなる。  

③ 基本的に3本の柱の中であれば、どのように移動しても構わないもの   

とする。3本柱のどこにいても、他の2本へ移動することが可能である   

ことを保証する。これらの移動は、どこかが軸となって合意形成してい   

く必要がある。例えば、へき地保健医療対策に関する協議会を通じてへ   

き地医療支援機構が調整することが考えられる。この場合、へき地医療   

支援機構は、このようなキャリアデザインを保証し、人事面でも3本柱   

間の調整をする上で、このシステムの中で非常に大きな役割を果たす必   

要がある。  

つまり、へき地医療支援機構は、大学等ともへき地医療について、緊   

密に連絡を図る必要がある。特に地域枠の学生のいる医科大学などにお   

いては、早急にキャリアデザインを明らかにする必要がある。  

イ キャリアを評価する仕組みについて   

○ へき地医療を担う医師のモチベーションを上げていくために、へき地・離  

島での診療経験や機構での勤務を評価して、キャリアになるような仕組み作  

りが必要である。   

○ 具体的な評価については、厚生労働科学研究（主任研究者：鈴川正之自治  
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医科大学教授）での検討結果が示され（参考資料）、「へき地医療専門医（仮■  

称）」や他の新たに考え得る認定制度については様々な課題があり、直ちに  

制度化することが難しいことが示された上で、名称は別として新たな称号や  

資格化について推進する必要があるとの意見がある一方、以下のような意見  

があった。   

地域医療やへき地厚療に意識の高い医師を周りの医療者が認識できてい  

ない状況を改善するため、「県の地域医療認定者」検定を作り、合格者を集  

めた年次総会で議論する仕組みを作ることで、資格ではないが、意識は高  

まるのではないか。  

地域という角度から見て、  行政も福祉も住民の性格についても最も知っ  

「専門」とするという考え方もあるのではないか。  ている地域を  

3学会による総合医ができたばかりで試行段階になっているところでもあ  

り、この中にへき地を加味・包含するような形でとらえた方がいいのでは  

ないか。÷れとは別にへき地医療専門医を作ると数多くの専門医制度の中  

に埋没することを危倶する。   

へき地専門医というものを作っても、国民に理解してもらえるのか、適  

望邑機能するのか危惧する。また、その資格がなく実際にへき地で診療し  

ている医師に対する住民の理解をどうするのか。  

へき地専門医については、十分な議論が必要であり、この検討会で提案  

すること、実現可能性についても疑問を感じる。  

ウ その他   

○ 自治体病院等の公務員医師として採用し、給与と身分を保障するという  

メリットをPRすればへき地医療に専念してもよいという医師の定着が見   

込めるのではないかという意見があった。  

○ また、定年退職した医師にへき地勤務してもらってはどうかとの提案が  

あった。  

（3）へき地等における医療提供体制に対する支援について  

○ へき地診療所を支えるへき地医療拠点病院等地域の中核的な病院を地域  

全体で支援する具体的な仕組みについて検討していくことが必要である。  

1）へき地医療拠点病院の見直しと新たな支援方策にづいて  

○ へき地医療拠点病院等に対して、医師派遣に係る動機付けを与えるよう  

な一層の支援が求められる。  

○ へき地医療拠点病院のほとんどは、4疾病5事業の担い手でもあり、都  

道府県が物的・人朗・財政的支援をすることで、任せられている役割を土全  

担える体制を作っていくことが望まれる。  

○ また、へき地に関する補助制度は出来高制であるが、これでは意識付け  

できないので、例えばがん診療連携拠点病院のような1か所あたりの補助金   

という仕組みにすると組織が前向きになるのではないかという意見があっ  
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た。・時間がかかっても、組織が強化されていくような取組が求められる。  

○ 加えて、医師だけではなく看護師等医療スタッフの派遣を行うためには、  

へき地医療拠点病院単位で「へき地医療支援室（仮称）」を設置し、必要な  

医療スタッフを登録㈱ネットワークを構築  

することが重要との意見があった。  

○ 一方、へき地医療拠点病院の指定要件については見直すべきであり、例  

えば、総合医がいて、臨床研修病院であることを要件として位置づけるよう  

な指定基準の見直しやあり方の見直しを行い、指定されることによってメリ   

ットを受けられるようにできないかとの見解が示された。   

具体的には、へき地医療拠点病院Ⅰ、Ⅱ等2つの指定に大きく分類し、Ⅰ  

については原則的に医師派遣実績があり、総合医の育成・教育機能を有する   

こと等を条件とし、従来どおり指定する場合をⅡとすることが提案された。  

くまた、この1の拠点病院のうち、・へき地の医師の教育研修や支援を行い、人  

事機能の中枢堕機能も有し、へき地医療を担う医師たちの基地となる機能を  

宣する施設を「へき地医療教育研修支援病院（仮称）」土土工、へき地医療  
支援機構が認定し、都道府県ごとに1、2箇所確保する必要性も別に提案さ  

吐宣。   

しかし、へき地医療拠点病院の指定要件の見直しは、あくまで地域の医療  

機関にとっての相当程度のメリットが前提となることから、付加すべき条件  

も含めて引き続き検討が必要とされた。   

皇室、へき地医療拠点病院等の中核的な病院への支援については、医師の  

集約など、他の病院等から医師の引き抜き廷 

療所化を招くことにつながり、ひいては、地域住民の医療へのアクセスの狭  

小化を招きかねないことから、地域の医療機関に配慮し∴慎重に進めるよう  

留意する必要がある。  

○ 二重、へき地医療に対してある一定期間支援した場合に社会医療法人の   

指定を受けることができるが、認定要件となるのがへき地診療所に対して   

の支援のみであり、へき地にある病院への支援も認定要件として認めても   

らいたいとの意見もあった。  

2）へき地診療所に対する支援について  

○ へき地診療所の施設整備の拡充について十分配慮する必要がある。現行甲  

設備・施設整備の充実はもちろんのこと、代診医や医学生、研修医などが宿  

泊するための施設の充実にも配慮する必要がある。  

3）情報通信技術（IT）による診療支援について  

○ へき地における遠隔医療は大きく以下の2つに分けられる。へき地医療拠  

点病院においては、263施設中38例（14．4％）が遠隔医療を実施している。  
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① 在宅患者に丑」 医師呈廷保健師」助産師、看護師が指導 」 直接健康   

管理を行うもの。   

② 医師同士の診療支援という観点から、特に一人で診療しているような医   

師に対して、専門医が支援生る画像診断等の診療支援の仕組み。  

○ へき地等における医療機関の抱える時間的・距離的ハンディを克服するた   

めのツールとして、情報ネットワークの整備は不可欠であ旦、ITを利用し  

る体制の整備が求められる。  た相談（遠隔画像伝送等）やTV会議などができ   

この際、できるだけ、ブロードバンド環境（光ファイバー網）であること  

が望ましく、享た、へき地医療における新しい通信技術を活用している地域  

の事例集を策定するべきであるとの意見があった。  

ICTによる遠隔医療は、これまで各地域で様々な取組がなされ、  ○ ただし、   

されていない場合があること、へき地医療に関しても  結果として有効に活用   

対面診療が原則であ且、呈皇標準的なシステムで財源面を含め安全性・安定  

性に優れたものであることが求められるなどに留意が必要とな各。  

○ なお、電話は最も基本的かつ誰にでも容易に利用可能な通信手段であり、   

健康・医療の分野において、コールセンターの活用が進んでいることから、   

遠隔医療においても電話の活用が考えられる。コールセンターと相談データ   

ベースを活用することで、遠隔医療マネジメントの質の向上が期待されると   

いう提案があった。  

在宅遵涌層凛壊層   

栗拍桐摘採  
センター化とm巾力亨イズ古  

内l■に喪覆  

荘重i碍医■¢相談内容呑  
リアルタイムにさ穣  

′一盲二㌫コ蒜キ  

旦  
績齢情托から絶壌の  
ニーズ音り丁ふゃイム  
に把■Ll軒＝着用  

地方声冶体▲厚労葡  

nlバイタルデータを灘衰し  丁町ひ封t■■■†亡1’－・‾・t【  
！瓜t ⊂中フ⊂・ 1亡l－‾・‾－■－‾  センタ靡へ在宅触の袖隣  

田 触＝聞 手バイス  

セ  
OG苗i扁縄  

Jム≠ヰ亘妄妄  

瑚匡騒が耕し、以後の   
回書¢T書面上きせる  

……・ト  

蔦座血矧二匡摩に  
■hメ【ルで檎嶋捜僕・・・ 

，蹄I電常闇  

、－、－†  こ1‥【．丁  ②・■議書号から召人を特定  
■人データぺ齢スに纂づき相蛤  

在宅遠隔医療支援コールセンター  

4）ドクターヘリの活用について   

○ へき地医療の現場かち、医師や救急車不在を回避するために、ドクターへ  

一方、財政上の観点も含めて有  リの活用は積極的に推進していく必要がある  

効性について十分留意する必要がある。  
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○ へき地等の多い中山間地域では、ヘリが着陸できない地域が多いためヘリ   

の離発着場の整備も求められる。  i  

○ また、へき地医療現場からのヘリ搬送については、ある程度のオーバート  

との意見があった。  リアージを容認する姿勢を明確にしておく必要がある   

○ な墨」地理的要件によっては、海上交通の選択肢しかない場所もあり、距   

離が遠い離島地域については、ジェット機の活用も検討されるべきとの意見   

があった。  

5）その他   

○ 地域における病院間の連携を十分図ったう  えで、へき地の位置づけを検討  

ないよう留意するべきである   するべきであり、単なる医師の取り合いになら  

という意見があった。  

○ また、200床以下の中小病院は特に医師不足に陥っており、このような   

中小病院対策も考えてほしいという意見があった。  

9 加えて、この度の新臨床研修制度により、基幹型臨床研修病院において、   

研修医が3年間にわたって確保できない場合に取り消しとなるが、へき地医   

療を始めとした地域医療の確保に積極的に取り組んでいる医療機関に対し   

ては配慮してもらいたいという意見があった。  

（4）へき地等における歯科医療体制について   

○ 歯科においても医師等に対する対策と同様の取り組みを行うとともに、特  

に次の点について重点的に取り組む必要があるとの提案があった。  

① へき地医療支援機構において、歯科医療や口腔ケアについて医科との連携  

を含め、コーディネイトできる体制がまだ十分でないことから、へき地医療  

支援機構の強化の中で、地域の歯科医師会や歯科大学・歯学部との連携の推  

進など、歯科医療や口腔ケアの確保に向けた具体的な対応が可能となるよう  

な方向付けをすべきではないか。  

② 歯科大学の卒前教育や臨床研修においてへき地歯科医療に関する教育・研  

修が必ずしも十分でないことから、カリキュラム等のなかでへき地歯科医療  

に関する内容の充実を図るべきではないか。また、へき地歯科医療の確保が  

困難な都道府県においては、自治体などの奨学金制度の充実も検討課題のひ  

とつではないか。  

③ へき地住民の必要に応じ、へき地医療拠ノ阜病院等から歯科医師を派遣する  

などの機能を強化する必要があることから、へき地医療を支えるへき地医療  

拠点病院の機能の中に、巡回歯科診療や訪問歯科診療などの歯科医療提供体  

制の確保を明示するとともに、へき地住民の口腔機能の管理などを担う地域  

歯科保健活動についても支援できるようにすべきではないか。  

（5）↑き地等の医療機関に従事する医療スタッフについて  
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○ へき地で勤務する看護師への支援等について以下の提案があった。 

① へき地看護に従事する看護職の実態が明らかになっていないことから、   

都道府県等において必要な調査を実施するべきである。   

② 都道府県単位の人材育成として、都道府県立の看護師養成所等が看護の   

十分行き届いていないところや、人材等支援が必要なところに対して寄与し   

ていく役割を強化していくことや、学生が将来も含めて働いてみたいと思え   

るような離島・山村等に関心を持たせる教育が必要である。  

また、キャリア開発支援を視野に入れた人事交流や派遣制度等の仕組み   

作りができない か。都道府県看護協会等が各地域でネットワーク組織を作り、   

現職場での退職を検討している者などがへき地看護の従事につながるよう   

な機会を作ることができないか。  

③ 都道府県担当部署又はへき地医療支援機構が中心になって、看護協会、  

看護師養成所等、へき地医療拠点病院、日本ルーラルナーシング学会が協力   

して、支援ニーズの明確化と支援方法を検討して、支援を実施していくこと  

が大切ではないか。   

看護活動に関して相互的なコミュニケーションによる支援というものが  

非常に重要である。   

集合研修ということでは支援が難しいへき地の状況があるので、認定看  

護師堂へき地看護経験者の登録制度を設け七、へき地に出向いて、へき地勤  

務看護師の研修を支援できるような仕組みを作ることができ  ないか。  

○ このように、   医師だけでなく看護師をはじめとする医療スタッフの派遣も  

視野に入れる必要があ  ると考えられる。常勤でのスタ  ツフ確保が困難な場合  

は、隣接する市町村が広域で運営を行い、診療所を出張診療所化するなど、  

医療機関の再編も視野に入れて検討を行ってはどうかとの意見が  あった。  

○ また、医療スタッフのモチベーショ  ンを高めるためにも、業務の権限委譲  

に向けた環境整備、研修体制の必要性があるのではないかとの意見があった。  

5 今後のへき地保健医療施策の方向性について  

（1）へき地医療を担う医療関係者に求められる畏  

へき地医療を担う医師像として、総合的な診療能力を有し、プライマリ・ケア   

を実践できる総合医を育成していく必要がある。  

（2）国、都道府県等が果たすべき役割について   

① 第11次へき地保健医療計画策定にあたり、今後都道府県は、へき地を中心  

とする地域医療の分析を行った上で、この度例示する先進事例を参考にして、  

改善策を具体的に策定し、これらの取り組みを積極的に公表するとともに、国  

は研究班を活用するなどして、そのフォローアップを行うような仕組みを作る  

必要がある。この際併せて、地域枠選抜出身医師や自治医科大学卒業医師の活  

用方法や定着率を上げるための方策についても検討することが重要である。   

② 国は、全国のへき地医療支援機構の専任担当官等が参加する「全国へき地医  
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療支援機構等連絡会議（仮称）」を設け、都道府県間の格差の是正や各都道府   

県間にまたがる事項の調整などを、国と共同して実行する必要がある。  

③ 市町村が独自に大学と提携して医師を派遣してもらうシステムや寄付講座  

を作っているという事例があり、市町村は、このような取組を参考に、様々な   

取組方策について検討する必要がある。  

④ 大学は医学教育モデル・コアカリキュラム等を元に、全ての学生に対する医  

学教育において、都道府県やへき地医療支援機構と連携し、地域医療・へき地  

医療に関する教育を充実することが必要である。  

（3）へき地医療支援機構の強化と新たな役割について  

へき地医療支援機構は、代診医派遣等の従来の機能を拡充させるため、医育機   

関やへき地医療拠点病院と調整しながら、へき地保健医療施策の中心的機関とし   

て、地域の実情に応じたドクタープール機能やキャリアパス育成機能などに主体   

的に関わることが期待される。  

具体的に国は、本報告書を踏まえて機構が果たすべき役割や位置づけを明確化   

し、都道府県等に周知・徹底していくとともに、これら新たな機能を果たすべく、   

へき地医療支援機構等の強化に向けて、国、都道府県等は積極的に支援する必要   

がある。なお、へき地を有しているが機構未設置の県については、設置を行うよ   

うにすべきである。  

（4）へき地医療への動機付けとキャリアパスの構築に向けて  

この度、へき地に勤務する医師のキャリアデザインのモデル例を作成したので、   

都道府県はこのモデル例を参考にして、関係者間で協議しながら地域にあったキ   

ャリアデザイン作りに取り組んでいく必要がある。  

また、へき地・離鳥での診療経験や機構での勤務を評価して、キャ㌢引こなる   

ような仕組み作りが必要であるが、「へき地医療専門医（仮称）」、「地域医療修了   

医（仮称）」等新たな称号や資格化については現時点では様々な課題があり、直ち   

に制度化することは難しいものの、引き続き関係者と協議しながら研究班等で検   

討していく必要がある。  

（5）へき地医療拠点病院の見直しと新たな支援方策について  

へき地医療拠輝層   

の支援が求められる。また、今般、診療報酬上、DPC対象病院における新たな  

機能評価指標に、へき地医療拠点病院が選定されたことを踏まえ、また質を確保  

する観点からも、拠点病院の実績や体制にあった新たな評価指標について、今後  
研究班等で検討していく必要がある。  

（6）情報通信技術（IT）による診療支援について  

へき地等における医療機関の抱える時間的・距離的ハンディを克服するための  
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ツールとして、情報ネットワークの整備は不可欠であり、へき地診療所がへき地  

医療拠点病院等と常時相談できるような体制整備等に向けて、有効性・効率性も  

考慮しつつ、引き続き支援していく必要がある。  

（7）ドクターヘリの活用について  

へき地医療の現場から、医師や救急車不在を回避するために、ドクターヘリの   

活用は、有効性・効率性を考慮しつつ、積極的に推進していく必要がある。  

（8）歯科医療、看護職等への支援方策について  

へき地等における歯科医療体制、看護職等への支援方策などについても、原則、   

医師等に鱒する対策と同様の取り組みを行うことが必要であると考える。今後関   

係者間での協議や研究班等での検討を踏まえて、具体的な施策に結びつけるよう、   

国は引き続き支援していく必要がある。  

6 終わりに   

○、本検討会では、今後のへき地保健医療対策のあり方について昨年7月より6回  

討を行った。  に亘り   

○ 今後、国、都道府県及び関係機関は、本報告割こおいて指摘した内容に基づき、  

十分な対応を行うことが求められる。これらの対応に？いては適宜評価・分析を  

行い、聯取り＝巻く状況の推移   

に応じた対応が必要であるよ  

○御割引こあり二引こ関する検討会を芙施した  

上で、平成24年度に各都鱒府県において見直しを行うこととしており、国や都道  

府県は、医療計画を含めた今後の医療提供体制のあり方を検討するにあたっては、   

本報告書を踏まえ、医療提供体制全体の枠組みの中で、へき地保健医療対策をど   

う位置づけていくか考えていくことが望まれる。  
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へき地保健医療対策検討会の審議経過  

第1回：平成21年7月10日（金）  

○検討会の趣旨説明  

○へき地医療について先進的な取組みを行っている4県の事例紹介  

○へき地医療に関する厚生労働科学研究班の報告  

○今後検討すべき事項について  

第2回：平成21年9月18日（金）  

○へき地医療に関する現況調について  

○論点整理  

・へき地医療支援機構のあり方について 等  

第3回：平成21年10月30日（金）  

○論点整理  

・へき地医療支援機構のあり方について  

・へき地勤務医のキャリアパスについて 等  

第4回：平成21年12月24日（木）  

○論点整理  

・へき地勤務医のキャリアデザインと評価について  

・へき地医療拠点病院のあり方について  

・へき地における歯科・看護の課題について  

・へき地医療における遠隔医療の活用について 等  

第5回：平成22年2月25日（木）  

○検討会報告書（案）について  

第6回：平成22年3月19日（金）  

○検討会報告書（案）について  
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へき地保健医療対策において先進的な取組みをしている都道府県の事例集  

1．長崎県の離島医療体系図（一部抜粋）   

長崎県の離島－へき地医療は、主に長崎県、関係市町、長崎大学、国立長崎医療センター、長  

崎県病院企業団、離島の公設診療所などが有機的に連携してマネジメントされている。こうした  

地域医療を支える県の養成医制度として、長崎県医学修学資金貸与制度（昭和45年創設）と自治  

医科大学派遣制度（昭和47年創設）があり、この制度で養成された医師は国立病院機構長崎医療  

センターと長崎県病院企業団の基幹病院で初期臨床研修を受け、主に離島にある長崎県病院企業  

団病院に勤務する。標準的な義務年限は、研修期間も含めて医学修学資金貸与制度が12年、自治  

医科大学派遣制度が9年で、義務期間の途中で希望する医療施設においてそれぞれ1年間の再研  

修、再々研修を受けることができる。  

長崎県離島－へき地医療支援センター（以下、支援センター）は、従来の長崎県へき地医療支  

援機構の業務に加え、代診医の派遣や常勤医師を確保することで、主に離島の公設診療所を支援  

する目的で設置された。この支援センターの特色ある支援事業として、「ドクターバンク事業」と  

「しますけっと団医師斡旋事業」がある。  

1  
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「ドクターバンク事業」では、離島の市町からの要請に応じて、全国から診療所常勤医師を公  

募し、県職員として採用した上で診療所へ派遣する。2年間を1単位として、1年半の離島診療所  

勤務の後は、希望に応じて半年間の有給の自主研修が保証されている。また、常に支援センター  

の専任医師が相談に応じる体制となっており、こうした連携強化によってチームで離島・へき地  

の医療を支えるという意識を育み、常勤医師の負担軽減を図っている。診療所常勤医師の募集の  

ため、支援センターが主体となって毎年定期的に都市部で医師募集説明会を開催している。  

「しますけっと団医師斡旋事業」は、離島・へき地の市町から代診医派遣要請を受け、支援セ  

ンターが「しますけっと団」に登録した医師あるいは医療機関を調整して斡旋する事業である。  

常勤医師の学会出張や休暇、病気の嘩の代診、そして専門外の医療分野の診療応援などを行うこ  

とで、常勤医師を支援するシステムである。  

「‾：詔工勺   



2．高知県へき地医療協議会  

総 会：1回／年  

幹事会：3ケ月毎  
三権分立の関係  

高知県（主管課：健康福祉部医療薬務課）  

労務環境・QOL向上  

後期研修・定期医師研修  高知諸診医会（34名）  

自治体間における   

横のつながり  
地域住民の健康管理■地域医療貢献  

清田 努：「都道府県へき地・離島保健医療計画策定に向けての事例集（平成19年度版）」から  

高知県のシステムは、「人の輪」で構成されている。   

自治医科大学卒業医師を受入れている市町村の間の格差を解消し、どの市町村に赴任しても同じ条件で、  

かつ気持ちよく勤務ができる環境を作ることを目的として、市町村の枠を越えた横のつながりを持つ組織と  

して、昭和61年に「高知県自治医科大学卒業医師勤務市町村等連絡協議会」が設置され、さまざまな課題  

について議論することとなった。これにより、自治医科大学卒業医師と受けいれる市町村、医師を派遣し市  

町村を指導する立場の県が、相互理解を深めることが可能になった。県内のへき地医療機関における勤務の  

条件が均一となり、各市町村から一定の負担金を拠出してもらうことで「在籍出向」の形で後期研修を行う  

システムが確立した。   

続いて、自治医科大学以外を卒業した医師にも、協議会に参加してもらうために「脱自治医大」のキーワ  

ードのもと、平成10年に名称が「高知県へき地医療協議会」に変更された。   

それを機に当初、自治医科大学卒業医師のみで発足した協議会の医師部会も「高知諸診医会」と改組され  

て今日に至っている。   

いまだ、自治医科大学卒業医師が中心ではあるが、高知大学の出身者も含んだ「高知諸診医会」が、高知  

県、各市町村の三者で、「三権分立」と表現されている対等な立場でマネジメントをしていることが特徴で  

ある。  
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3．新潟方式   

大学圭∃軌こよる、県との連携を持ったへき地への医師の配置  

新潟大学大学院匡歯学総合研究科総合地域医療学績黒井口清太郎先生の協力を得て作成   

新潟は、「大学主導による、県との連携を持ったへき地への医師の配置」と言うことができる。   

まず、前提として、以下の3つが新潟県の特徴としてあげられる。  

1．自治医科大学卒業医師のほとんどが新潟大学に入局すること   

2．ほかの県と違って、新潟大学の医局の組織の力がしっかり残っていること   

3．新潟大学の内部に「自治医科大学卒業医師は同じ仲間である。」という認識があること   

上記の前提のもとで、図にキーパーソンと示した人物が、新潟大学と新潟県の間、現在は福祉保健部を中  

心として県と大学の間をうまく調整することによって派遣先をきちんと確保しており、義務内のへき地勤務  

を行っている。義務年限終了を待って大学で研究を行って学位を取得することや、専門医の資格を得ること  

もできるようになっている。義務後も医局の人事で県内のへき地医療機関に赴任して、その後、キャリアデ  

ザインの最終段階としては中小の県立病院の病院長職等が考えられている。  

以上のことから、医師が誇りを失わずに帰属できる場所があり、それが構造として維持されていれば、キ  

ャリアデザインがうまく機能するということが言えると考えられる。  

・．’コ」   



4．鹿児島方式  

鹿児島県へき地医療支援機構 代診医派遣システム  

5   



平成19年7月まで   平成19年8月以降   

事 務 局  霧島市立医師会医療センター再   県立病院課内（＋4地域毎の県立病院塩務課）   

専任担当官  上記センター勤務医帥 1名（自治医大卒）   県立病院事業管理者が兼務 1名（医師）   

組織体制  ・本部事務局を県庁にある県立病院局に置いた。  

：  

制。  

◎義認義盛警讐警詳冨冨蓋蓋遠戚毒筆  

病院の役劉等についてまで．関係者間で明確化する  
ことができた。   

会積開催  ーこ  ・「へき地医療支横磯構連常套旦会」とその下部組織  
袈   部   

旨   

代診医派遣  葉許卒’   ・7ケ所の協力病院   
らない体制   

細   

派遣対象  公立医療機関   原則として．常勤医のいる公立診療所の代診医派追   

メリット  ・電話で気軽？に応援申鋳できる   ・ネットワーク体制により．加重が分起されている。  
・病院の役割という位置づけのため，自治医大卒医師  
に限らない他大学卒業医師も派遣される体制である  

・医師派遣中（留守中），医師をはじめ他職掛こよる  
病瞬内の協力体制をつくりやすい。   

デメリット  ・霧島市立医師会医療センターだけにかなりの過重  
・医師同士の関係性に基づいており，医師個人の責任   
や判断に重ねられがち（病院の他職貞の理解は？）  事者研修の開催等には及んでいない。）   

実検資料  

（補）うち「酷紐餅連雛ツター」労  

協力病院数 医師数 派遣日数  医師数 派遣日数  年 度  

平成14年鹿  

平成15年度  

平成16年度  

平成17年度  

平成18年度  

1ケ所  6人  21日間  

2ケ所 11人  23日間  

3ケ所  25人  57．5日間  

2ケ所 15人  23日間  

2ケ所  6人  7日間  

6人・21日間  

10人 20日間  

20人 47．5日間  

14人 22日間   

4人  5日間  

平成19年度  
（8月下旬～）  

平成20年虚  

）  

5ケ所  20人  23日間   

8ケ所  61人113日間   

8ケ所  42人  70日間  

3人  3日間   

3人  6日間   

3人  6日間   

▼▼‾l‾、  「  



へき地医療支援機構・地域区分図  
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5．島根方式  

島根県の地域医療施策の取組経緯とポイント  

′⊆≠．一⊥一lづチ  ヽ血ニ  

・赤ひげバンク（医師登録制度） 

※現在の医師派遣調腰は、義務年限内自治医大卒医のみ  

★地域医療施策の取組のポイント   

（Dへき地勤務医師確保協議会（へき地医療支援会議に改称）を県主導で大学の協力を得て設置した。  
（この会で大学からの新規派遣医師と自治医の派遣調整を行うことが可能になった）  

②県立中央病院の基本運営方針の3木柱の一つに「へき地医療支援体制の充実」が位置づけられた。  

③へき地医療支援機構をH14に県立中央病院に設置。そして、H15には専任担当者を配置。さらに、  
H16には県健康福祉部内に支援機構と専任担当者を移し、県の施策として地域医療支援に  
取り組む姿勢を明確化した。  

④H18には医師確保対策室を設置し、スタッフを拡充するなど推進体制を整備した。  

⑤現在、島根大学医学部との連携を強化し、地域医療に携わる医師の育成、研修医の定着策に力を  
入れている。今後は、奨学金貸与医師等の配置調整についても大学との協働により実施予定。  

こ7   



島根県の医師確保対策事業の概要  
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検言桧報告書参考資料（案）  

へき地に勤務する医師のキャリアデザインとへき地勤務の評価について  

「現状に即したへき地等の保健医療を構築する方策および評価指標に関する研究」研究班  

資料う．）  1．へき地に勤務する医師のキャリアデザインのモデルについて   

1）へき地の診療所等（診療所および小規模病院）、へき地医療拠点病院等（基幹的病院を   

含む）、大学の3つの柱の間を異動しながらキャリアを重ねていく構造である。  

2）初期臨床研修、へき地等の勤務、生涯研修、学位■専門医取得等について、へき地   

医療支援機構（へき地保健医療対策協議会）が調整を行う。  

3）このキャリアデザインで働く間は、身分が保証され、公的年金も継続される。  

4）最初の10年間で、へき地医療専門医（後述）等の地域医療系の専門医を取得できる。  

5）10年目以降に学位の取得を希望する場合には、学費の援助等を行う。  

6）10年目以降には、臓器別専門医の取得についても配慮する。  

7）このキャリアデザインで過ごした医師の最終的な地位としては、大学等の教授・部長   

等、へき地医療拠点病院等の部長一病院長等が考えられるが、このキャリアデザイン   

で20年以上勤務している医師を優先する等のインセンティプを与えるものとする。  

8）キャリアデザインと3．の評価の関係は密接であり、ともに考慮する必要がある。  

資料≧）  2．へき地に勤務する医師を評価するシステムについて   

1）へき地等に勤務する医師について、「へき地医療専門医」（仮称）制度を創設する。   

専門医認定の条件は、a）認定された施設で臨床研修を受けて一定の診療能力を持つ、   

b）一定期間のへき地勤務の経験の2つとする。、診療幸酬や補助金の増額等のために   

は、「へき地医療専門医」（仮称）が公的な資格である必要があるb  

2）「へき地医療専門医」（仮称）の勤務する施設としては、へき地等の診療所をはじめと   

して、へき地医療拠点病院あるい鱒基幹的医療機関、大学等が考えられる。   

へき地等の診療所には「へき地医療専門医」（仮称）が診療する場合の診療報酬を上乗   

せする等のメリットを与える。へき地医療拠点病院あるいは基幹的医療機関に対して   

は、「へき地医療専門医」（仮称）のための定員を確保するとともに、一定数（割合）の   

「へき地医療専門医」（仮称）が勤務している場合は、施設に対し補助金を交付する。  

3）上記のシステムを円滑に運営するためには、国の積極的な関与を受けたへき地医療   
支援機構（へき地保健医療対策協議会）が重要な役割を果たすべきである。  

資料③  3．「へき地医療専門医」（仮称）の認定組織について   

研究班としては、へき地医療支援機構め全国組織を学術団体へ格上げして認定組織とする  

ことを提案するが、その他の考え方についても整理したのがこの資料である。  

－1－  
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「現状に即したへき地等の保健医療を構築する方策および評価指標に関する研究」研究班  

自治医科大学  鈴川正之  

札幌医科大学  浅井康文  

鹿児島大学  嶽崎俊郎  

島根県立中央病院  大田宣弘  

国立長崎医療センター  米倉正大  

帝京大学  井上和男  

自治医科大学  中村好一  

台東区立台東病院  杉田義博  

自治医科大学  今道英秋  
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3本柱キャリアデザインの説明  

大学等（研修部分では大病院を含む）・へき地医療拠点病院等（地域の中核的病院  

を含む）・へき地診療所等（へき地にある病院も含む）の3本の柱を行き来しながらキ  

ャリアを重ねていく構造である。   

10年目ごとに、一年の自由期間を設けてあり、この時は3本の柱から離れて自  

分のキャリアアップを図ることもできる。臓器別の専門医の研修、基礎研究、留学、行  

政での活動経験を得ることなどが可能となるとともに、次の10年をどのように過ごす  

かを考える期間にもなる。  

基本的には3本の柱の中であれば、どのように移動していってもかまわないもの  

とする。最初の20年においては、へき地診療所等を最低1／3含むことが前提になる？  

3本柱のどこにいても、他の2本へ移動することが可能であることを保証する。これら  

の移動は、へき地保健医療対策協議会を通じてへき地医療支援機構が調整するものであ  

る。  

このように3本柱間の長期間にわたる移動を前提にしているので、このキャリア  

デザインで動いている場合には、身分的な保証・年金の継続の保証などを考える必要が  

ある。  

最初の10年においては、プライマリーケア専門医を含む地域医療関係の専門医  

を取ることを一つの目標とする。あらたに、へき地医療専門医として専門医化するかど  

うかは議論のあるところである。   

10年を過ぎたところから後では、大学院において学位を取ることを可能とする。  

この間、収入が減ることについては、大学院の学費を援助するなどの方法が考えられる。  

また、へき地診療所等・へき地医療拠点病院等に非常勤で勤務して、収入が得られるよ  

うにする。  

同様に、10年を過ぎたところから後では、臓器別の専門医をサブスペシャリテ  

ィとして取得できるように配慮する。大学等・へき地医療支援病院等での研修が必要に  

なると思われるが、3本柱の移動の中でこれが可能になるようにする。  

このキャリアデザインで過ごした医師は、最終的には、大学等の教授又は部長又  

は病院長・へき地医療支援病院等の部長又は病院長・へき地診療所等の所長・病院長な  

どになることが考えられるが、その際に、このキャリアデザインによるキャリアが20  

年以上ある場合を優先するなどのインセンティブを考えるべきである。  

へき地医療支援機構は、このシステムの中で非常に大きな役割を果たす必要があ  

る。つまり、このようなキャリアデザインを保証し、三本柱間の調整をしなければなら  

ないからである。各都道府県はへき地医療計画を立てる上で、へき地医療支援機構を強  

化しながら、このキャリアデザインに則ってキャリアアップを図る人材を確保するよう  

に努めなければならない。  

1．  

2．  

3．  

4．  

5．  

6．  

7．  

8．  

9．  
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10． つまり、へき地医療支援機構は、大学等ともへき地医療について、緊密に連携を   

図る必要がある。とくに、地域枠の学生のいる医科大学などにおいては、早急にキャリ   

アデザインを明らかにする必要があり、これを怠ればせっかくの地域枠の医学生が他の   

医学生と同様になってしまい、地域医療に従事する医師は増加しない。  

11．  このように、大学といえども、地域枠のあるところや自治医科大学などのように   

へき地・地域医療に従事する学生を育てるところにおいては、担当教員はこのような医   

療に理解があり、かつ経験を持つべきであり、へき地・地域医療経験者をその教員とし   

て採用すべきであるし、教授などの地位にあるものは、少なくともへき地へ行った経験   

を持つべきである。この3本柱デザインでは、いずれは、このデザインで20年以上の   

経験があるものを地域医療関係の部署に、優先的に配置できるように考えている。  

12．  このような、各都道府県ごとの3本柱体制が、強化されたへき地医療支援機構の   

指導の下で動くことができるようになったら、さらに、各都道府県のへき地医療支援機   

構がすべて参加して、仮称・全国へき地医療支援機構会議のようなものが作られるべき   

である。  

13． 全国へき地医療支援機構会議は、各都道府県間にまたがる事項の調整（結婚した   

医師夫婦の勤務先の調整など）や、都道府県間の格差の是正などを、国と共同して実行   

する必要がある。  

14．  このようなキャリアデザインを実施するにあたっては、へき地を含む地域医療の   

重要性について、国民のコンセンサスを求める必要がある。国民全体が臓器別専門医に   

のみ期待している現状では、総合医は重要視されず、このキャリアデザインに参加する   

医師は少なく、国民の評価は低いままである。もし、地域医療をセイフティネットとし   

て扱うのであれば、警察・消防・初等教育と同様に地域医療に従事する医師を（国家）  

公務員的な扱いをするべきであるし、小学校の教科書においても、地域医療を学ぶべき   

であろう。  

15． へき地医療のキャリアデザインやへき地医療の評価については、小手先の改革だ   

けでできるものではない。それが50年にわたって検討会が行われてきてしまっている   

ことに表れていると思われる。日本国の医療をどうするかについてよく検討して、その   

中でへき地・離島医療を重要かつ必要な医療・政策であること′を国民として認識して、   

はじめて地域医療に一生をささげたくなるような医師が出て、このキャリアデザインプ   

ログラムでキャリアアップして行くことができるようになる。そしてこのような医師が   

大学等の教授や拠点病院等の部長又は現場の診療所長として働くようになる30年後   

には、へき地医療が国民の医療として定着するものと考える。  

－5－  
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へき地に勤務する医師の評価に関して  

へき地に勤務する医師  「へき地医療専門医（仮削」の勤務する場所  

へき地・離島勤務医師の質の保証  

へき地医療専門医（仮称）  

○認定された施設で、臨床研  

修を受けて一定の診療能力  

を持つ（第一段階）  

○一定期間のへき地・離島勤  

務の経験（第二段階）  

へき地医療専門医のため  

の医師の定員の確保  

へき地医療専門医のため  

の常勤医師の定員の確保  
ぜ鰍I緑増藩鷲題報償漉黒酢轢幣ヤや寝  

診療報酬の増額  

へき地医療専門医による  

診療にはさらに上乗せ  

一定数（割合）のへき地医  

療専門医の勤務により、施  

設に対して補助金の交付  

へき地支援部を設置し、へ  

き地医療専門医を登用  

公的な組織が施設tカリキュ  

ラム・修了・経験を認定  

都道府県内で統一された  

報酬および待遇  

へき地医療専門医のため  

の医師の定員の確保  自治体間の異動については、  

勤務期間を通算  
へき地医療専門医の大学  

院進学への援助  勤務後、留学・学位取得一研  

究等のなどの機会の付与  

他の専門医取得のための研  

修が行える  

国の積極的な関与を受けたへき地医療支援機構（へき地保健医療対策協議会）による円滑な運営  

国としての啓発   総合的な診療および総合的な診療を行う医師についての国民的理解  



へき地医療専門医の認定について  

名称（仮）   概要   評価・認定のシステム   ポイント   課題   

認定された施設での臨床研修や－  全国的で公的な組織が施  ①専門医制度とは別に、へき地に勤務  ①認定を行う細粒として、全国へき地   ボ 、会議（仮  

定期間のへき地・離島勤務経験を  設・カリキュラム・修了・  する医師に対する称号を付与するこ  称）が1つの候補であるが、行政組織で可能かどうか。  

A   
へき地医療専門医                         経て、一定の診療能力を認定され  経験等を認定する。   とができ、へき土塊顔医に対する国民  （か舌動場所がへき地に限定され、へき地以外でのキャリア形成  

（仮称）   た医師を「へき地医療専門医」と  的な理解や評価、権威イ寸けにつなげる  には役立たない可能性がある。  

して認定し、診療報酬面やポスト  ことができる。   ③ポストを確保する施策・インセンティブをどうするか。  

面（大学教員等）で優遇する。  ④大学院入学や留学に要する費用負担の問題。   

自治医科大学および各大学医学部  各大学において、大学規則  ①法的に措置が不要。各大学の判断の  ①実際にへき地に勤務している医師にとって、メリットがある  

において大学規則等において、個  等に制度を設け、個別に認  みで対応可能。   かどうかが疑問。  

各大学において個  別に認定制度を設け、所定のカリ  定する。（「名誉客員教授」  ②へき地に勤務する医師に対する称  ②私的な称号であり、アピール面で効果が不十分であり、診療  

B                                 別に認定   キュラムを修了した者等に対←、  に近しや   号を付与することができるが、へき地  報酬や政策的な支援にリンクさせることが難しい。  

「00大学認定地域医療修了医  勤務医に対する国民的な理解や評価、  ③地域枠学生に対して新しいカリキュラムを課す場合、カリキ  

（仮称）」等の付与するもの。  権威付けに繋げることまでは難しい。  ユラムが複数存在することとなる。   

産業医申ような法定資格。   自治医科大学や所定のカリ  ①資格取得者については、国が政策的  ①産業医と同様に、資格を持っていない医師はへき地に勤務す  

（産業医の場合）   キュラムを修了した者等に  に支援。   ることができないとすることは非兜軸勺である。  

事業者が産業医を選任し、労働者  資格を付与する。   （≡業務範囲を「へき地等」とし、へき  ②資格を持った医師をへき地讃己置するように義務づけない場  

法定の資格・ポスト                                の健康管理等を行わせるものとさ  （産業医の場合）   地以外にも準へき地（労働者派遣法上  合、「具体的にどのようなことを行うのか」「制度上なぜ必要か」  

C  
を創設するもの   れ、産業医はそのために必要な医  虚業医の養成等を目的とす  のへき地）等医師不足地域もカバーで  という説明が必要となる。  

（産業医認定制度に  学に関する知識を備えた看でなけ  る課程を修めた者等を規定  きるようにすることを検討。   ③例えばべき地医療等に関わる役職について「一定期間のへ  

準じたシステム）  ればならないとされている。（労働  している。（労働安全衛生規  き地勤務」等の就任要件を法令上定めることで、結果的に「へ  

安全衛生法第13剋   則第14条）  き地医療の専門家」としてマーキングすることが可能となる  

ことから、資格制度を個別に創設する必野性がないと解釈さ  

れる。   

プライマリケア系  へき地医療に一定期間従事するこ  一定のカリキュラムを修了  ①三学会が厚生労働大臣に届け出た  ①三学会とは目的が異なる。  

連合学会専門医を  とを総合医の能力の向上に資する  することや、へき地医療の  後には、三学会総合医として広告が可  ②へき地医師が、三学会総合医の資格を望むかどうか不明。  

準用   ものと評価し、三学会認定医の認  従事経験を評価し、   能となる。   ③要件緩和案：三学会総合医の認定要件が厳しくなった場合、  

D                                   1）取得の際の要件  定要件や受験資格の緩和（筆記試  1）認定試験の受験要件を  ②へき地医療の従事経験を三学会総  大多数のへき地勤務医は認定に参加できなくなる。  

の緩和   験免除等）につなげ、へき地勤務  緩和する。   合医につなげることにより、その後の  ④無試験案：へき地という特殊性はあるが、専門医の要件認定  

2）試挨等を要さず  を、三学会総合医の資格にリンク  2）試験等を要さず賓棒を  キャリアがへき地に限定されなく寧  の厳格化の流れに逆行する。  

に資格を付与   していく仕組みを作る。   付与する。   る。   

へき地勤務医の実情になじまない  一定のカリキュラムを修了  三学会総今医の枠組みにとらわれず、  ①新たに専門医を創設するためには、受け皿となる学会が必要  

三学会とは別の学 会による専門医資  
E  

椿を創設するもの  
従事経験を評価し、資格を  新しい学術組織を創設することは可能か。  

付与する。   （誹覇業医との住み分けをどう行うのか。  ◎  



報告書（案）について、事前に委員からいただいたご意見  

報告書  
大項目   項目   修正前   修正案   理由   

（案）の頁  

この際、都道府県やへき地医療支援機  
3．へき地等における  構と連携して、へき地・離島医療の現場  

「親和性」という言葉は化学や  

医療提供体制を構築  （5）大学の役割とし    を経験できるようなカリキュラムを作成  
技術で使われる言葉だと思いま  

P6  する各主体の役割と  て求められること  し、学生に対して地域医療やへき地医  
す。それを承知でお使いなら構  
いませんが、人間のことなので  

して求められること  療に対する盗犯塩を高める教育を行う  別の表現の方が良いのでは。   
ことが望ましい  

（2）へき地医療へ   
毎齢や診療科の経験を問わず、 

地医療に 

へき  消極的な対策の印象で、かつ  

の動機付けとキヤ  意欲を持つ医師を幅広く受  定年のある勤務医に対して配  

リアパスの構築に  け入れる意喜慾や体制作りが必要では  慮を欠く表現であると考えま  

4．へき地保健医療  産出虹   
定年退職した医師にへき地勤務しても  

す  

Pll  対策に係る具体的支  らってはどうか  「一線を退いたのだからへき地  
援方策の検討  務・生活できる  でも行って見たら」と提言して  

キャリアパスの構 いるような気もしますし、色々  
築について  と誤解を招くのではないでしょ  
ウその他  うか   

（3）へき地等における  

4．へき地保健医療   医療提供体制に対す る支援について  
P12       1）へき地医療拠点  る機能を有する施設を「へき地医療数  る機能を有する施設を「へき地医療研  

援方策の検討  
病院の見直しと新た  

育研修支援病院（仮称）」として   修支援地点病院（仮称）」として   

な支援について   

（3）へき地等における  なお、地理的要件によっては、海上交  なお、地理的要件によっては、海上交  
4．へき地保健医療            医療提供体制に対す  通の選択肢しかない場所もあり、距離  通の選択肢しかない場所もあり、距敵  

P14                     対策に係る具体的支  る支援について   が遠い離島地域については、ジェット機  が遠い離島地域については、ジェット機  
援方策の検討   4）ドクターヘリの活  の活用も検討されるべきとの意見が  里丑丘艇の活印も検討されるべきとの  

用について   あった   意見があった  



匪重要  

第5回へき地保健医療対策検討会【議事録】  

日時 平成22年2月25日（木）  

13：00へ′15：10  
場所 三田共用会議所3階大会議室   

畷  ∴司‘ヲ   



○馬場医療確保対策専門官：大変、お忙しい中、ご出席を賜りまして誠にありがとう  

ございます。本日は羽田空港濃霧のため前田委員、角町委員、澤田委員、三阪委  

員からは遅延のご連絡をいただいています。また高野委員、村瀬委員よりご都合  

により欠席のご連絡をいただいています。高野委員の代理として全国離島振興協   

議会の渡遽東事務局長にお出でいただいています。以降の進行は梶井座長にお願  

いします。  

○梶井座長：それでは皆様、本日もよろしくお願いします。今日は今までのご議論及  

び前回検討会終了後に、各委員の皆様からご提出いただいたご意見を基に、報告  

書の内容を詰めていく作業をさせていただきたいと思います。時間も限られてい  

ますが、検討会報告書を取りまとめる重要な作業となりますので、委員の皆様に  

は活発な意見交換をお願いしたいと存じます。そのために事務局から予めご連絡  

させていただいたとおり、当初、15暗までになっていましたが、30分程度の延  

長も見込んでいます。ご了承いただければと思います。  

なお、本日の会議で報告書の素案に関する検討を概ね終了させた上で、事務局  

から予備日とさせていただいている、3月19日（金）に第6回会合を開催させ  

ていただき、報告書を確定することとしたいと存じます。併せてご了承いただけ  

ればと存じます。それでは事務局より資料の確認をお願いします。  

○馬場医療確保対策専門官：資料の確認をさせていただきます。資料1が前回第4回  

会合の議事概要（案）、資料2が本日の議論の材料となる検討会報告書の素案と、  

その後、委員の先生方からいただいたご意見を整理して、掲載させていただいた  

ものです。左側の黒字で記載されているところは、これまでの検討会のご議論で、  

概ね委員のご意見の合意のできた部分、右側の赤字で記載しているものは、前回  

検討会終了後に委員からご提出いただいたご意見です。特に素案に直接関係ある  

ご意見は網掛けをした上で、黄色の矢印で案との対応関係を示しています。各委  

員からいただいたご意見は、そのまま資料3としてセットしています。なお、資  

料2の後半は、報告書へ添付する資料で、別添として「へき地医療に関する取組  

の先進事例（案）」、参考資料1として、「へき地医療に着目した地域医療再生計  

画の例（案）」、資料2が前回第4回会合に提出した、鈴川委員の研究班の報告書  

となります。検討報告書参考資料1は、現在調整中となっています。以上です。  

○梶井座長：本日は資料2を見ながら、左側の素案め部分に右側の委員からの意見を  

どう反映させていくか、議論を進めていきたいと思います。また意見がないテー   

マもありますが、本日、新たに皆様のご意見を何いながら肉付けをして、検討会  

報告書を作りたいと考えています。資料2の冒頭部分で、「近年のへき地医療を  

取り巻く状況の変化」については、今回、新たに加筆された部分ですけれども、  
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事務局より説明をお願いします。  

○馬場医療確保対策専門官：ご説明いたします。資料2の1頁目からですが、無医地  

区・無歯科医地区の状況の変化として、5年に一度の無医地区・無歯科医地区調  

李を行い、現在、平成21年度に行ったものを集計中で、まだ数字は確定してい  

ません。これは確定次第、数字が入るものと思われます。次にへき地保健医療対  

策のこれまでの経緯があり、3頁にいって第9次のへき地医療支援機構とか、10  

次のへき地保健医療計画の整備体制に関して書いています。   

次に現況調査の結果で、1つ目の○は都道府県の取組について書いています。  

2つ目の○はへき地で勤務する医師の確保について、自治医大の卒業生の動向、  

奨学金制度、地域枠について書いています。3つ目の○は支援機構の現状ですが、  

設置状況や専任担当官の活動、診療所との関わり等、これも現況調査の結果を載  

せています。4つ目の○は、へき地診療所及びへき地医療拠点病院の現状につい  

て、これは医師の充足状況や拠点病院の必要な機能、同じく診療所の要望、ご意  

見等を載せています。   

7頁で5つ目の○は地域医療再生計画についてです。これは、「へき地医療に  

関する事業が含まれている地域医療再生計画一覧」という参考資料がありますが、  

対象地域を載せています。地域医療対策室で便宜上、へき地に関する記述がある  

ところをここに挙げていますけれども、へき地で行っているものを載せていて、  

救急であれば救急のところに載せている所もありますから、今後、左側のへき地  

医療に関係する地域医療再生計画について、現在はペンディングで調整中ですけ  

れども、ここについては再生計画の中から、ペンディングのように、へき地∴離  

島医療対策を重視した計画があったところは、梶井座長とともにまとめさせてい  

ただきたいと思います。以上です。  

○梶井座長：ありがとうございました。ただいまのご説明に何かご意見、ご質問はご  

ざいますか。まだペンディングの部分もありますけれども、これも後日、記入さ  

れていくということです。細部についての修正もあろうかと思いますが、これは  

先ほど事務局から説明がありましたように座長にご一任いただければと思いま  

す。いかがでしょうか。よろしいでしょうか。それでは時間もありませんので次  

に進みたいと思います。この後は順次、左側と、右側の今回新たにご意見をいた  

だいた部分を見比べながら、どういうように組み入れていくか、ご議論を進めて   

いきたい 

議論に入っていただく前に、3つだけ予め議論しておきたいと思います。1つ  

目の議論は、十分に意見の一致を見ていない総合医についてです。2つ目は学会  

等の役割です。総合医については、10頁のいちばん上のところに「総合医」と  

いうのがあります。そのほかにも総合医という言葉は、あちこちに出てきますけ   

れども、こあ「総合医」という言葉をこの報告書の中でどういうふうに使ってい  
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くか、皆さんのご見解を伺いたいと思います。それと11頁のところにあります  

が、いちばん上の学会奪の役割についても、予め議論をしておきたいと思います。  

3つ目は、これも前回の検討会のときには決めないでペンディングという形にし  

ましたが、へき地医療の専門医のお話です。この3つについて最初に皆様のご意  

見を伺っておきたいと思います。よろしいでしょうか。   

総合医について、今までの議論を踏まえて報告書には、「地域の医療を担う『総  

合医』については、国が推進する必要がある」として、ここで総合医が前面に出  

ていますけれども、いかがでしょうか。そこに対しての意見が右にあります。「『総  

合医』については積極的に推進すべきであるが、むしろ医学教育全般の問題で、  

必ずしも国の役割ではないのではないか」。これは国の役割として求められるこ  

とというところに書いてありましたので、こういうご意見が出ています。別のご  

意見ですが、「総合医」の定義等が不明の現状で、国が推進していくことに反対  

であるということで、国の推進という部分と総合医そのものの定義等について、  

ご意見が出されています。この点について、どういうふうに報告書に盛り込んで  

いけばいいか。まず総合医について、いかがでしょうか。  

○吉新委員：世界的な傾向として、プライマリー・ケアの充実はいうまでもない。ア   

ルマ一夕宣言から見て随分経っわけです。その必要性も叫ばれ、効率的な医療に  

は必要だと言われていることですから、プライマリー・ケアを担う医師が総合医  

かどうかの定義の問題はありますけれども、そういった幅広く地域の医療ニーズ  

に応える医師像としての総合医というものを、一歩出て、11次へき地保健医療  

として是非進めていただきたいと、私は思います。  

○梶井座長：地域医療を担う医師像として、総合医ということを前面に出していくべ  

きであるというご意見でした。そのほかいかがでしょうか。日本では総合医、プ  

ライマリ・ケア医、家庭医、総合診療医等いろいろな名称があって、そこの部分   

を総合医という1つの名称にしていいのかというご意見もあろうかと思います  

が、このあたり、いかがでしょうか。  

○内田委員：議論のたたき台になればと思いますが、私もいまの吉新先生のご意見に   

賛成です。これから地域医療をどういう形でつくっていくのか、支えていくのか  

ということを考えると、当然、そういう初期の医療の段階で総合的な診療能力を   

持った医師の役割が必要だと思っています。ただ、これを国が制度として推進す  

ることについては、またちょっと議論があるのかなと、いまの段階では思ってい  

ます。  

特にへき地において、初期医療に携わる医師の役割を考えると、私は全般的な   

初期の救急医療、第・1段階の救急医療と、その次の段階でのトリアージという機   

能をしっかり持った医師が、へき地において求められる総合医像になるのかなと  
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考えていますので、もしこの答申の中で総合医という言葉を使うのであれば、そ  

ういう意味づけをした上で使っていただくのが適当ではないか。その質について  

どう検証していくのか、どういう名称にするのか、あるいはそれをどこが認定す  

る甲かについては、ペンディングにしていただいたほうがいいのかなという気で  

います。  

P梶井座長：お二方とも、総合医という言葉を使うことは問題ないのではないかとい  

うことですが、「ただし」という但し吾が付いていました。内田委員にお聞きし  

たいのですが、もし、今おっしやったことを入れ込むとしたら、これはどこの部  

分になりますか。ここでは国となっていますけれども。  

○内田委員：これは国ではなくて、難しいところですね。あともう1つ整理が必要な  

のは、先ほど出ました3学会が今回統合されて、認定医あるいは専門医をつくっ  

ていく動きがありますので、先ほど申し上げたへき地における初期診療を担う医   

師と、3学会が今後つくるであろう認定医、専門医との役割分担というか違いと   

いうのは、3学会のほうは、むしろ諸外国で使われているような、プライマリー・   

ケアの専門医という位置づけに 

日本ではそういうプライマリー・ケアの専門医ではなく、それぞれの専門性を持  

って医療を提供しながら、その上で地域においては総合的な診療を担う役割を持   

つ。おそらくそういう性格づけになっていると思いますので、そこのところを区   

■別してやるということ。今後の総合医の推進策について、どこが担うかというと、   

私の気持としては日本医師会が担うべき役割ではないかと強く思っているので  

すが、その辺はまだこれからコンセンサスを作っていくべきところだと思ってい  

ます。  

○梶井座長：吉新委員はどうでしょうか。いまと同じ質問です。  

○吉新委員：この「総合医」という単語の持つイメージが 、人によって相当バラツキ   

があって画一的なものでないゐです。自治医大で昔、「総合的な診療能力を持っ   

た医師」という、一言ではなく長い定義づけで言われた時期がありますが、その   

中には救急も入っています。もし総合医という単語が相当普及しているとすれば、   

へき地離島の救急も含めた救急や総合診療科といったものを担う医師だとして、   

是非、総合医というワードで押していただきたいのと、3学会の認定と、この委   

員会の立場は少し違うのではないかと思います。我々はへき地保健医療計画の検   

討をするわけですから、この委員会のオリジナルな医師像として、総合医という   

のは全然問題ないと私は思います。ですから3学会と無理に合わせる必要はない  

のではないか。へき地医療専門医について、もし総合医という名称で11次の委   

員会で推すということになれば、それも含まれるということで、大きなイメージ  
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での総合医という単語を使っていいのではないかと私は思います。  

○梶井座長：そのほかの委員の方、いかがでしょうか。  

○中村委員：前回会議の内容が書かれた資料1の3頁の上のほうで、総合医の4分類   

つまり、北米型ER医、総合内科医、家庭医、へき地離島型総合医に関する私の   

発言が出ていますが、あまり賛同を得られなかったようですね。私が思う総合医   

のイメージには、初期診療、トリアージといった内田委員のおっしやった内容以   

外にも、生活習慣病の予防や健康づくり、慢性疾患の管理の占める割合が大きい   

と思いますし、リハビリ、看取りもあります。そこも併せて、総合医というイメ   

ージで自分自身は思っています。学会に関しては、これからどうなるのか、少し   

様子を見てからでも遅くないと思っています。  

○梶井座長：そのほか、いかがでしょうか。いま、お三方とも、総合医という言葉を   

使うことはやぶさかではないと、むしろそれを推進していこうではないかという   

ご意見だったと思います。いま出ましたことをまとめますと、へき地医療を担う   

医師の役割像ということで、総合的な診療能力を有し、プライマリー・ケアを実   

践できる。プライマリー・ケアとは初期の救急、その次の2次のトリアージ、予   

防、慢性疾患の管理、看取り等というふうに入れれば、いまの3人の委員のご意   

見が集約されるかと思います。そういうプライマリー・ケアを実践できる総合医  

と言ってしまってもいいのですが、まだここでは「いわゆる総合医」ということ   

で、以降は「いわゆる」を取って「総合医」ということで、この報告書の中に入   

れ込めば、いいかなと思いながら聞かせていただきました。いかがでしょうか。  

よろしいでしょうか。では総合医については、そういうふうに皆さんの意見が一   

致したということで、記載を新たにさせていただきます。  

いま出ていた3学会のところですが、確かに内田委員のおっしやるように、3   

学会の推進しているところと今のところは必ずしも一敦していない。これは吉新   

委員のご意見でもそうでした。あくまでもこの検討会でイメージする総合医とい  

うことでしたが、いずれにしても、こういう総合医を日本に普及し推進していく   

ためには、3学会の役割も大きいと思いますし、医師会の役割も非常に大きいと   

思いますので、プライマリー・ケア学会と関連3団体は、4月から日本プライマ   

リー・ケア連合学会として1つになりますが、そこだけでなく、医師会が中心に  

なってということで、どうぞ。  

○内田委員：3学会のほうは、学会の専門医あるいは認定医という形になりますよね。   

医師会のほうは先ほど申し上げたように、それぞれの先生が専門医で研鎮を積ま   

れた後、開業されて地域医療に携わるときには、一般的、総合的な診療能力も必   

要になってくるという意味で、医師会の生涯教育制度というのがありますので、  
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3学会とは明らかに違うという認識でいます。  

○梶井座長：わかりました。そういう認識でしたら、これは後の学会等の役割のとこ  

ろと切り離して議論を進めていきたいと思いますが、よろしいですか。皆さんの  

意見を聞きながらと申し上げましたが、最後にお願いしたいと思います。  

前回議論が分かれた、へき地医療の専門医のところについては、どこまで報告  

書に盛り込んでいくかもありますので、皆様の忌悼のないご意見を聞かせていた  

だければと思います。  

○奥野委員：へき地医療について、 一般の皆さんがどういう認識をされているか、ま   

ずそこから考えてヤ、かなければいけないと思います。へき地医療を担う医師とい  

うのは、以前でしたら、奇特な医師、ちょっと変わった医師、夢ある将来を捨てて  

挺身する医師、あるいは医師から見ると、専門性を持たない何かわからない人と  

いうようなイメージがあります。それがいますべて払拭されているかというと、  

必ずしもそうではなくて、現状としては結構まだ、そういう意識で見られること  

も多々あるということです。  

ただ、認知されつつあるということは、確かだと思います。それは全国のへき  

地で頑張っている先生方の活動が少しずつ知られてきたということ。それからも  

っとはっきりしていることは、大学等でそういったものが講義されたり、学生等  

に知られつつあるということで、へき地医療の正しい姿が認知されつつあるとは  

思いますが、中途半端な段階でへき地医療を前に出して、その専門というふうに  

表現することは、皆さんのご意見の中にもありましたように、例えばへき地医療  

を担う医師に対してプラスに見る方もいれば、そうでない方もいる。そういう中  

途半端な段階で、それが専門であるというふうに表現するのは時期が早いのでは  

ないか。  

例えば脳外科は認知されつつあって、脳外科というのはすごいと、そういう技   

術を持っている方は脳についての本当の専再家だというのは、何となく一般の  

方々の中にコンセンサスがあり、脳外科の専門医というのは認識できると思いま  

すけれども、へき地医療の専門医というのは必ずしもそうではないということ。  

それと、へき地医療は学問として成立するものであると私は思っていますけれ  

ども、まだそこに至っていない。そういった段階でそういうことを決めることに  

関しては、例えばどういう線で引くのか、誰が決めるのか、どういう枠で決める  

のかというときに、たぶん非常に混乱を生じるのと膨大な作業を要するので、い  

ま行うということは時期が早いのかなと思います。   

もう1つ、ではどういうふうなものであれば認識′されやすいか。これ車ま私の冗  

談のような意見として聞いていただければと思いますが、へき地医療を表現する  

ものとして前にも私は言いましたけれども、地域の名前を付けた専門医であれば  

一般の方でも理解しやすいのではないか。例えば私は00島の専門医です、私は  
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00地区の専門医ですというふうに表現すると、住民の人は「ああ、そうか、こ  

の人はこの地区をいちばんよく知っているお医者さんなんだ」となります。認定  

する場合でも、その地域のことをどれだけ知っているか、文化、ノ歴史、関わり合  

い、どれだけの人を知っているか等をやれば可能性もあるということです。わか  

りやすいという意味では、そういうふうなことをしないといけない。いま、へき  

地というものを表現して専門医を作ってしまうと、大混乱を生じてしまうのでは  

ないかというのが私の意見です。  

○梶井座長：そのほかの皆さん、いかがでしょうか。  

○鈴川委員：大きな表を作っておいて、何も言わないのはと思いますので申し上げま  

す。私自身、いまの専門医が取れるかというと取れないだろうと思っていますの  

で、そういうつもりで言うよりは、私たちの研究班の中で、もちろん自治医大の  

卒業生の方もいらっしやる中でいろいろ話をして、昨日も会議をやってきました。  

もう一度、皆さんに「必要でしょうか」という質問を投げて、いま奥野先生がお  

っしやったのはそのとおりだと思うのです。いま作って誰が認定するのか、内容  

は何で何が専門なのか、どこが違うのですかというところが非常にネックになる  

ことはみんなわかった上で、でも、私たちがそこで9年なりもっとかけて働いて  

きたのだと。それは何か訳のわからないことをやったのではなく、へき地医療と  

いう専門をやったのだと、そういうものがほしいのだと、それを伝えてほしいと  

いうのが昨日のみんなの意見だったと思います。いますぐに慌てて作ることを言  

いたいのではなくて、現場に行っていた人の何人かは、少なくともそういう思い  

を持っていたということは伝えておきたいと思います。  

○梶井座長二そのほか、いかがでしょうか。  

○吉新委員：専門性と言うと、専門でない素人を排除するという意味が若干あると思  

います。一度、 へき地の専門医の数が揃うと、「へき地の専門を持っていないか  

ら俺は行かないよ」となってしまう。本来であれば質を高めてる、保証するため  

にある専門制度が、逆に排他的に、へき地の専門医を持っていないと離島に行け  

ないとなり、ではどうやって専門の認定を取るのか、それはへき地に行かなけれ  

ばいけないぞということになって、鶏と卵になってしまい、おかしなことになら  

ないか。「私、ただいま、へき地専門医の研修コースの最中です」という医師ば  

かりになってしまうのではないか。 いずれ「そんなものは要らないよ」となって  

しまう。専門性というのは逆に排他的な部分もあると思うので、逆作用するので  

はないかと心配です。  

○梶井座長：どうでしょう、吉新委員、先ほど来ご意見もありますけれども、これは  
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「ノー」ではなくて将来に向かっては検討を続けると。  

○吉新委員：私は奥野先生が言われたことは正解だと思います。環境ができてくれば  

いいと思いますが、社会が全然期待していないものをわざわざ11次の委員会で  

提案するのは、ちょっとまだ早い。環境が熟していないという見方をしたほうが  

いいと思いますが、社会が非常にそういう医師像を求めて、希望者も多いという  

状況になれば、これはまた別だと思います。ですから、いまはノットタイムリー  

というところかも知れませんね。  

○内田委員：大変興味深い話題ですが、先ほどから話が出ているように、総合的な診   

療能力を持つ医師の養成が非常に重要だということ。それから、これだけメディ  

アが発達していますからインターネットなどを使い、例えば総合医あるいは3学  

会の認定の資格を持っているところに、へき地で何年間勤務しました、こういう  

所で働いていましたという経歴を入れれば、それを補完するものにはなるのかな  

という印象を持っています。ですから、あえてここで資格として認めなくてもい  

いのではないかと考えています。  

○梶井座長：というご意見も出ました。そのほかいかがでしょうか。総合医というこ   

とは、今日ご参加の委員全員の一致を見たと思いますし、総合医という文言を入  

れることは大きな前進だと思います。その上で今回、いろいろなご議論があった  

専門医については「ノー」ということではなく、へき地医療に関する専門医につ  

いては今後、さらに検討するという文言を付して報告書に入れさせていただくこ  

とで、よろしいでしょうか。何かご意見がございますでしょうか。それではその  

ように報告書には記載させていただきたいと思います。30分ほど時間を取りま  

したが重要な議論であったろうと思います。  

それでは当初、お話申し上げていましたように、順次進めていきたいと思いま   

す。最初は3の（1）都道府県の役割として求められることですが、素案につい七は  

左側の黒字の部分です。これについては以前のものと変更はありません。これに  

対して3つのご意見が提出されています。この3つのご意見について何か皆様か  

ら意見はございませんか。どのように反映させていくかという点です。  

実は今日の報告書のいちばん最初の頁を見ていただくと、1「はじめに」のと  

ころに（P）ペンディングが付いています。「はじめに」のところはまだ善かれてい  

ないのですが、ここの3つのご意見の中には、「はじめに」のところに反映すれ  

ばいいご意見もあるように思います。支援機構の役割が、ここに入ってきている  

ところもあるように思います。それぞれ「まえがき」のところに包含させる、あ  

るいは支援機構の役割のところに反映させるというか、もう反映されている部分  

もあると思います。ここのところは、そういうふうに分けて考えれば解決できる  

ように思いますが、いかがでしょうか。  
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○鈴川委員：質問してもよろしいですか。赤と黒の関係は、赤は新しい意見が出てき  

たということだけであって、この赤を異に変えようという意味ではないのですね。  

○梶井座長：そうです。ですから赤を左側の現在の報告書の原案に盛り込んでいくか、  

あるいは、これはこれで皆さんの意見をお聞きして、これはこういうところに反  

映されているとか、これは入れなくていいのではないかとか、そういう議論を進  

めていただければと思います。いま皆様からご意見がありませんでしたので、「ま  

えがき」のところに入れるとか、支援機構の役割に反映されているのではないか、   

と私がいま申し上げましたが、そうなるとここの3つの意見を特段、（1）の都道府  

県の役割として求められることに入れ込まなくてもいいのではないかと、私個人  

として思ったという説明をさせていただきました。  

○溢谷委員：最初のところで、都道府県全体の医師の確保あるいは医療確保対策の中  

で、というところを書いたのですが、別にここということではなく、総論的な意  

味合いで書いていますので、へき地医療ということが付け足しの医療対策ではな  

く、全体の医療を確保する都道府県の計画の中で、きちんと位置づけられている  

ことが重要だろうと思います。最初のころに各都道府県の医療計画の資料を出し  

ていただき、先ほども地域再生計画なども出していただきましたが、そういうよ  

うな総論のところの考え方として、重要性を強調していただければいいかと思い  

ます。  

○梶井座長：そのほかいかがでしょうか。あえて、どなたからの意見というのは付し  

ていませんが、いま駐谷委員からご発言いただきましたように、その背景にある  

気持の部分も、もしこの場で述べていただければ、よりわかりやすいかと思いま  

す。よろしいでしょうか。ではここの3つのご意見に関しては、そのように対応  

させていただきたいと思います。  

続いて（2）市町村（へき地の有する）の役割として求められることですが、左側  

の黒字の素案は前回、私が提案した内容が2つ目に追加されているのみです。こ  

こについてのご意見をお願いしたいと思います。8頁と9頁の上，段に4つの意見  

が赤字で付されていますが、この4つの意見についてご意見を伺えればと思いま  

す。  

○中村委員：左のほうの2つ目の○で、福井県で1つの町が寄付講座を作っていると  

いうのは隣の町の高浜町ですが、町が寄付講座を作っているというのは、たぶん   

全国で唯一だと思います。例えば私は町の職員で、高浜町のドクターも町の職員  

で、私が外科系の総合医であり、高浜町のドクターは内科系の総合医だとします。  

例えば週1回、お互いの診療所を行き来すると、すごくいい感じになると思いま  

す。でもそういうことをやろうとしても、町の職員の身分だと、そういったやり  
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取りが難しいですね。そういったことを市町村職員の身分を超えて、もっとフレ  

キシビリティをもってできないでしょうか。そこが市町村同士でうまくできれば  

いいなと、前から思っていました。  

○梶井座長：事務局、いかがでしょうか。  

○中山救急・周産期医療等対策室長：各自治体のやり方が当然ありますし、おそらく  

個別の事情もあると思いますので、そこも踏まえて、もしそういう検討が必要だ  

ということであれば、それを報告書の中に入れていくことは可能かと思います。  

○梶井座長：ありがとうございました。  

○木村委員：いまのことに関しては、おそらく非常に簡単なことだと思います。盛り   

込むかどうかとは別に、いまの先生のご質問に関しては、例えば自治法派遣で1  

日だけ隣の職員になるということはできます。私は県職員ですが市町村の代診等  

へ行きますし、1日身分をいただいてそこで働く。いま先生がおっしやったのは   

交換する話なので、例えば協定を結ぶという土とで、おそらく公務員と公務員だ  

と非常に簡単なことだと思います。  

○梶井座長：ありがとうございました。中村委員のご発言は、この意見の2つ目のと  

ころにも関わっていますでしょうか。市町村の枠を超えて医師確保を目指してい   

けるような協議の場を設ける。その上で実際の活動も行っていくことになるで 

ょうか。もうちょっと突っ込んで「連合体」という言葉がここには入っています。  

そのほかいかがでしょうか。  

○奥野委員：非常に基本的なところなのですが、勤務する医師あるいはコメディヵル  

の生活環境、勤務環境、研修環境を整える。まだまだへき地では劣悪な環境の下  

に勤務している人たちが少なくないので、非常に基本的なところですけれども、  

そういうことをきちっと唱えておいてほしいと思います。  

○渡連委員長代理：2つ目の○の市町村の連合体の件ですが、もし報告書に入れるの  

であれば、もうちょっとイメージがわかるような説明をいただきたい。まさに市  

町村は医師がいないことが最大の問題ですから大変悩んでいるわけです。そうい  

った所だけが集まって連合体を作っても、供給側の部分に見込みがなければ機能   

するかという心配があります。そうだとすると、一体どんなイメージの連合体と  

いうのをお考えなのか。その辺を明らかにした上で報告書に入れるなり、ご検討  

いただきたいと思います。  
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○梶井座長：この点につきましては、いかがでしょうか。  

○唐澤審議官：しばらくお休みしておりまして申し訳ございませんでした。いま、お   

話のありました連合体のところは、例えば自治体間同士の組織をどうするかとい  

う問題と、例えば大きな話になれば事務組合を作るとか、あるいは広域連合みた   

いなものを作るというようなことが関体してきます。それから職員の身分のお話  

が先ほど中村先生からもございましたが、常勤の公務員として両方の場所に同時  

に存在するわけにもいきませんし、退職金の処理の問題などもありますので、こ  

の辺は渡遽委員長代理からもお話がありましたように、実務的に検討する必要が  

あるのではないかと思っています。少しその辺で、こういうものがすぐにできる  

というよりは、こうやるためにどういう検討をするかというご指摘をいただけれ  

ばと思っています。  

○梶井座長：いかがでしょうか。もしよろしければ、この意見を書いてくださった委  

員の方、いかがでしょう。  

○中山救急・周産期医療等対策室長：まだいらしていないのです。  

○梶井座長：わかりました。たぶん、ここに連合体という単語が入ることによって、  

ずいぶんイメージが変わってしまうのではないかと思うのですが、これは少しペ  

ンディングにしておきたいと思います。そのほかにご意見はございますか。それ  

では連合体という言葉についての説明の部分はありますが、よろしいでしょうか。  

ありがとうございました。  

続きまして、（3）国の役割として求められることですが、左側の素案は前回、私  

や鈴川委員が提案した内容が2つ目に追加されているのみです。ここには3つの  

意見をいただいています。いかがでしょうか。総合医については先ほど、どうい   

′ うふうな盛り込み方をするかということで結論は出ています。ですから、ご意見  

の3つ目については定義まではいきませんが、総合医像というのは盛り込めるの  

ではないかと思います。国が推進していくという部分について、あるいは医学教  

育全般の問題で、必ずしも国の役割ではないのではないかというご意見も出てい  

ます。先ほど内田委員からもそういう意見が出ました。ここについてはいかがで  

しょうか。  

○鈴川委員：国でなくて医師会でやってくださるのは、もちろん非常にいいのですが、   

自治医大の卒業生や学生と話をしていて、いちばんいらいらしているなと思うの  

は、総合医というのを自治医大はつくっているけれども、どうもその認識という  

か社会的地位が非常に低いということで、それがいちばんネックになっている。  

これを、もちろん医師会の先生にもお願いして、私たちもやらなければいけない  
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けれども、総合医というものが国の基本的な医療を担っている医師なのだから、  

これを国としては推進していきたいという強いエールがほしいという意味で、何  

か制度的なものでどうのこうのというよりも、例えば小学校の教科書に入れて教  

えることを含めて、支援をしていくべきではないか。いろいろ課題があるだろう  

と思います。総合医の定義がはっきりしないではないかとか、いろいろあるかも  

しれないけれども、でも皆さんの今の考えの中では、総合医というのは日本の医  

療の基本的なところを担い、地域医療の基本的なところをやるという意味で総合  

医が出てきて、それが最低限の安心・安全な国をつくっていくためのものであれ  

ば、これは何らかの形で国民の認識度を上げるような支援がほしいと思います。  

○梶井座長：そのほか、いかがでしょうか。  

○内田委員：この間題は1年半ぐらい前でしたか、医道審議会の中で診療科目の問題   

があって、総合医というのを新たに認めるかどうかの議論がありました。このと   

きの議論で、麻酔科標梼医だけ国が認定する資格としてあるのですが、これと同   

列で総合医を創設したらどうかという議論がありました。その議論は一応、ペン   

ディングにはなっているのですが、総合医が非常に広範な定義になってきた中で、   

国が認定する診療科目というのには馴染まないのではないかと、私はその議論の   

中でも申し上げたのです。ですから学会の専門医というのは1つはあっていいと、  

もちろん思います。  

この総合医について、どういう取扱いにするかというのは先ほどからの議論の  
中でも、これを推進していく必要があるし、いまの日本の医療の中で、これから   

非常に重要な位置を占めてくるという認識では一致していると思うので、これを   

診療科として認める、あるいは国が認定するということではなく、例えば医療基   

本法みたいなものの中の前文の中で、こういう医師を育てるということを盛り込   

むとか、そういうのが方向性として私はいいと思います。これを標梼医、認定医   

という形で、診療科として取り込んでいくと、そういうことではないような印象  

を持っています。  

○吉新委員：いま内田先生が言われたように、医療の基本法まで第11次の委員会で  

もし提言できるのであれば、それこそ00島には何人、総合医がいたほうがいい  

というような基本法ですね。要するにへき地をなくすためには、医師を強制的に   

でも配置することが大壷なのですから、各県の医療計画には必ず00島には何名   

の総合医で、 今年と来年は誰さんが行くというふうに決めればいいと思いますが、   

そこまで言えないのが、日本の医療制度の辛いところです。方向性だけこの検討   

会で言って終わってしまうという残念なところがあるわけです。そわ意味では、   

ある程度踏み込んで総合医を使うことは、私はとても大切なことだと思います。  

この検討会で、00島に00先生を何年張り付けるというところまで、本当は  
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言うべきなのかも知れないわけですが、これは実際できないわけです。基本的に  

いまの医療の法律ではそこまで権限はないわけですから、どうしても総合医のこ  

とを、この検討会としてきちんとすることがまず第一歩ではないか。それ以上は  

まだ早いのではないか。今まで「総合医」という単語はどこにも記載されていな  

いのです。初めて医療六法に出てくるということだけでも、大変画期的なことで  

はないかと思います。  

○梶井座長：いかがでしょうか。内田委員、養成するという言葉でしょうか。  

○内田委員：はい。  

○梶井座長：そのほか、いかがでしょう。国の役割のところには、先ほどの内田委員  

からのは1つの提案ということでしょうか。かなり具体的な意見というか提案も   

なされましたけれども、いちばん大切なのは養成することを今回革ま盛り込むと、  

そういう医師が必要であるという認識は一致していると思いますが、医師会のと  

ころはどうしましょうか。  

○内田委員：今回は外して頂いた方がよいと思います。おそらく医師会の中でも大変  

な議論になると思います。  

○梶井座長：わかりました。そのほかご意見がなければ次に進みたいと思います。（4）  

大学の役割として求められることです。ここは前回、特に変更はありませんでし  

た。これに対して4つの意見が出ています。このご意見を素案にどう反映させる  

か、皆さんのご意見を伺えればと思います。  

○内藤委員：大学の役割は、もう少し素案よりも深く踏み込んだほうがいいのではな  

いかと私は思います。もちろん卒前から卒後に至るシームレスな地域医療教育が  

重要であることは、皆さんご承知のとおりですけれども、その部分が実際には行  

われていないという現状があります。  

1つの例ですけれども、私は京都府立医科大学において、文部科学省の現代  

GPの事業で平成18年度から3カ年にわたり、地域医療教育推進授業をさせて  

いただきました。これは医学科生と看護学科生がペアで地域医療をする。もう1  

つは、地域滞在型の教育を行う。その中で、2つのテーマである地域医療とチー   

ム医療を学んでいただくことを3カ年行いました。この結果については非常に高  

く評価できるとして、平成21年度（今年度）も実は京都府の事業として、これ  

を継続していただくようにしました。さらに来年度については医学科生の5年生  

全員、看護学科生の4年生全員について事業化することとしています。これは文  

部科学省でもおまとめになっておられると思いますが、こういった医学科のみな  
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らず看護学科も含めた総合教育、地域医療教育が求められていると私は思います  

ので、そのあた．りまで踏み込んでいただければと思います。  

○梶井座長：今日はオブザーバーとして、文部科学省高等教育局医学教育課からいら  

していますので、ご意見を何えればと思います。いかがでしょうか。  

○文部科学省：今、おっしやったように我々も援助しているものもありますし、大学   

あるいは県の取組みの中でやっています。私ども、大学教育のさまざまな検討の   

中で、例えば卒後の臨床実習、臨床研修で地域医療をやっていますけれども、卒   

前の中でもむしろ大学だけヰなく、その地域の医療機関と一緒になって、地域医   

療、プライマリー・ケアというものも含む、基本的な診療能力を身に付けられる  

ような教育を、やっていくことを推進している立場です。  

ただ、これは私どもがいろいろな医学教育の現場を見ていると、医学生全体に   

求められることだという認識でやっています。いま、他方で地域枠のような形で、   

卒業後にその地域に定着する医師をということもやっていますが、地域医療教育  

というのは、おそらく全員に求められる基本的なことなのではないかと思ってい   

ます。そういった観点からさまざまな方策をやっていますし、いまの予算で大学   

の教員の手当を出していますけれども、その趣旨も、地域医療教育を充実させて  

いくための手当ということでやっています。  

そういった観点で、このヰを読ませていただいて私どもが感じるのは、この地   

域医療という問題で例えばへき地の現場、あるいは住民とともに医師教育をやっ   

ていくことは、全体として大切であるとともに、全国一律のカリキュラムで修了   

証という形で出していくことが、果たしてそういったこととの関連でどう捉えて   

いくか。そこのところは少し議論がある感じはしています。とかく医学教育の先   

にある地域医療の現場というのは、へき地を持つ都道府県と、大学あるいは地域   

医療機関が一緒になって、それぞれの実態に合った現場重視の教育を推進してい  

くことが、大事ではないかと思っています。  

○梶井座長：医学教育モデル校はカリキュラムというのがあって、これは基本的には 

80の大学医学部、医科大学において必修と位置づけられていると思います。そ   

の中に以前、この会議でも申し上げましたように地域医療が必修となって、 講義   

と地域での臨床実習が盛り込まれています。当時、これが導入されたころに入学  

した人たちが、そろそろこの講義や実習を受ける時期になってきて、いま各大学   

もいろいろ準備を進めていたり、もう既スタートしているところだと思います。   

そういう中で内藤委員のお話された部分は、いま各大学がいろいろ考えておられ   

るようです。そういう講義や臨床実習を非常に実効あるものにしていくためには、   

実際に地域医療、へき地医療の経験者が教員になっていくことも、ひとつ望まし   

いという意見ですが、確かにそのように思います。  
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もう1つは、地域の中で医学生が学ぶ教育環境を整備していくことも、同時に  

大事かなと思います。いま文部科学省からご発言がありましたように、特定の一  

部の人にこういう地域医療教育をではなく、全員にという意味では確かにいま、  

そういう体制が築かれつつあると思います。内藤委員、いかがでしょうか。  

○内藤委員：実はコアカリキュラムの中にこれは入りまして、いくつかの大学につい  

て私も調べさせていただいたところ、なかなか実践できていない。クリニカルク  

ラークシップの形で、必ずしもへき地拠点病院のような地域にある病院での教育   

につながっていないという現涙もございます。やはり医学科生、看護学科生全員  

がそうした地域に滞在するような形の教育というのは、ひとつ効果があるのでは  

ないかと思っております。  

加えまして、今回地域医療再生計画によりまして、おそらく各都道府県に地域  

医療学講座がすべてできると思っております。そうした中で学生教育、地域医療   

教育というのをやはり根付かせていくことが重要ではないかと思っております。  

○梶井座長：再生計画の中で、確かにいまのような方向に行くと思います。既に、寄  

付講座ができている県も随分ありますが、ほとんどの県にできるのではないかと  

思います。何かこの点について、ご意見ありますか。  

もう1つ、地域医療というのは将来へき地に赴くことを予想して、いろいろな  

ことを計画するということだけではなくて、臨床医を養成するにはやはり大学と   

いう非常に限られた教育資源の中で行う 

より住民の生活に密着した形で学習していく。そういう意味では、全学生に私自  

身も必要なことであろうと考えております。  

さて、そうしますと先はど出ました「地域医療修了医」、これも前回問題にな  

りまして、今回もご意見をいただいておりますが、いかがでしょうか。専門医の   

ことについては少しまた検討を続けていくとなりましたが、修了医についてはい  

かがでしょうか。  

○奥野委員：質問ですが、これは卒業した医者が受ける医学教育を受けた者が修了医  

になるのですか。この文言ですと、「カリキュラムを履習した医師は」となって  

いますが、そうすると、医学部を卒業して医者になった者が何かのカリキュラム  

を受けたら、それが地域修了医になるという意味でしょうか。それとも、学生時  

代に何かを受ければですか。  

○三阪委員二これはおそらく私が前に言った意見だと思います。これ、時期尚早であ   

れば、それでいいと思うのですね。ただ、我々が、この前もお話したように、現   

場で困っているのはそういう地域医療をコーディネートするようなポテンシャ  

ルを持った人をピックアップできないという問題があって、その1つとしてこの  
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意見を出させていただいた。   

産業医大のお話をしましたが、産業医大はその卒業と同時に日医が認定する認  

定産業医と同じライセンスを持つという特別なものがあります。ただ、特殊な資  

格をくれと言っているわけではないのです。現場で、例えば自治医大の卒業生、  

地域枠の人たちが本当に現場で認識しづらくて。やはりそういう方々は地域医療  

に対して意識は持っている。 そういう方々を現場でどうピックアップして、利用  

していくかの1つの方法として出させていただいたものです。そのコーディネー  

ターをどのように周りで認識するか という1つの案ですので、これを必ず入れて  

くれ 

卒業生とか地域枠の学生さんたちも含めて意識が高いので、そういうポテンシャ  

ルを持った方々をピックアップしない手はないと思うのですが、それが全くいま  

できてない状況をどうするかの1つの案として出させていただいただけです。  

○梶井座長：いかがでしょうか。コーディネーターが明確になるということですね。  

○三阪委員：要するに、現場がわかりにくい。先ほどお話があったように、地域医療  

で他職種で教育を受けたりというのが非常に有効だと思っています。意外と看護  

師さん、薬剤師さんとかあるのですが、ではその中にいる医師がどういう人がそ  

ういうコアになってやっていくかとなると、やはりいまの医療現場の段階ではあ  

る程度地域枠をこなした人、自治医大の卒業生というのが取りあえず適任という  

か、そういう人が中に隠れている可能性の確率が高いというイメージは、医療現  

場にいるとあります。そういう人たちをピックアップして、うまく他職種のそう  

いう教育とかに絡めていくというのが、いまの現実では非常に有効ではないかと  

いう実感というか、そういう考えは持っております。  

○鈴川委員：ある程度わかるところもあるのですが、1つは、まず地域枠といいます  

が、地域枠の人たちに特別な教育を本当にしているのかというと、必ずしもそう  

ではなくて、ただ人数が増えただけというようなところもある現状です。  

それから、例えば自治医大生がこれを卒業と同時にもらったとしても、卒業証  

書と同じではないですか、どこが違うのですかというようなことにもなる。専門   

医のお話は、またありましたが、それは置いておき、個人的には産業医とはやは  

り違うと思うのです。産業医はこれがないと産業医の仕事ができないということ  

で、どちらかというとわかりやすいのです。では地域医療の修了を持っていない  

と地域で働けないかというと、そうでもないというのが一般的なので、そこは非  

常に難しい話かとは思います。  

○三阪委員：あくまでこれ、先ほど専門医からもありましたが、それを持ってないと  

地域で働けないというわけでは、そういう資格、そこに非常にディスクレパンシ  
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ーが、先生方の考えと現場でもまれている私たちとはだいぶ違う。私たちはただ  

コーディネーター、医療現場をコーディネーションする人、そういう医師をどの  

ようにピックアップして周りに認識させるか。だから、何かのカリキュラムをコ  

アにやって何年働いてとか、そういうのは必ずしも必要とは現場では考えていま  

せん。   

また話がややこしくなってしまうのですが、そういう意識があって、ある程度  

能力ある人たちをいまの段階でもピックアップする、ほぼコーディネーターとし  

てのそういう能力をピックアップする方法はないかどうかと、そういう方法論の  
問題の1つの考え方としてご理解いただければと思います。だから、それを持っ  

ていないと地域医療ができないとか、そういうイメージは全く持っておりません。  

○文部科学省：実は、いまの医学教育の中でさまざまな大学が取り組まれている中に、   

そうした課題があるということは私どもも認識は持っております。それで、いろ   

いろな大学でいろいろな取組があるのですが、そうした核になる人たちが外から   

見えないという話を解決する方法として、やはり卒前の医学教育の中で地域の現   

場あるいは都道府県の行政にもその教育が見えるように、あるいは実際の医療現   

場に学生を出して行って、彼らが、要するに大学の先生だけでない人たちがそう   

いうことを認識できるよ うな、ある意味では開かれた形にしていくことで、そう  

した芽を見出していくということも、聞いたことがあります。  

そういう意味で、大学の授業の中をさまざまな医療現場に実際に出向いて、開  

いたものにしていくというのですか、そうしたことをしていくというのが1つの   

解答になるのではないかと思います。いま地域枠がありますが、例えば18歳の  

ときに、この人の6年後の行末というものを決めてしまうようなものだけが、こ   

の地域医療というものを支えていく人材の養成というものではなくて、その教育   

のプロセスの中でいろいろな人の目に触れる中で、いろいろな人材の芽というも  

のが見出されていくのではないかと思います。  

○梶井座長：三阪委員の意見、皆さんもよくおわかりになられたと思います。たぶん  

こういう称号ではなくて、そういうコーディネートしていく人、どなたがコーデ   

イネー卜して、この人に任せればいいというような方をわかりやすくするという   

ことですね。その意味では、今日は総合医ということが1つ前面に出ましたので、   

総合医で、なおかつ、医療だけではなくていろいろな保健とか福祉のところも含   

めたコーディネーションができる人材ということになると、たぶんこれは試験も   

さることながら、現場で見ておられると、かなりわかるのではないかと思います。   

ですから、そういう人たちが何か登録されるといいますか、指名されるようなも  

のが県の中、あるいは地域の中にあれば、必ずしもこういう専門医あるいは修了   

医というのは専門医の前かもしれませんが、こういう形ではなくとも、いま対応  

丁  可能かと思います。将来的には専門医についての議論をさらに検討していくとい  
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うことがありましたので、そこでまた検討を続けていただくということでもよろ  

しいでしょうか。   

続きまして、（5）学会等の役割として求められることということです。澤田委員、  

いまこの報告書の原案と、今回の意見についてどういうふうに考えていくかとい  

うことを順次進めております。それで3番の（5）に入ります。学会等の役割として  

求められること、先ほど少しご議論をいたしましたが、3つ意見が出ております。  

これについて、ご意見を伺えればと思います。最初のご意見は、3団体の認定制  

度を拡充することには反対、総合医の認定がへき地対策になるかは疑問であると  

いう意見です。  

○吉新委員：学会といいますとすぐ認定専門医ということで、1つの臓器とか、限定  

した領域の非常に深い話をする組織ですから、このへき地医療というのはもとも  

と先ほどの専門性や専門医が成り立たない、あるいは時期尚早ということですね。  

やはりへき地医療を担う総合医の集まりというのは特殊な存在だと思うのです。  

これを3学会との絡みで議論する必要はないと思うのです。ましてや、この委員  

会では学会について議論する必要はないと思うのです。  

従来はへき地医療の集まりすらなかったのです、自治医大の同窓会的な組織は  

ありましたが。ですから、へき地のノウハウを議論したりなんていうこともでき  

ませんし、代診もいなかったという時代もありました。  

そういう意味では、この（5）の設問．もよくわからないのですが、既存の学会と同  

じものを求められることはなくてもいいと思うのですね。これからは、第11次  

の以降は代診が活用され、支援機構がもっともっと活性化されることで、へき地  

の医師の総合医という共通の集まりが生まれ、それを土台にした学会が、成立し   

てくるのだと思うのです。そういう意味で、（5）の設問が、もし既存の学会との絡  

みでの学会に期待することということであれば、この設問は不要だと思います。  

○梶井座長：全く新しいご意見が出ました。内田委員は今日はお帰りになられました  

が、先ほどの意見を伺っていますと、同じような意見であったのかなと思います  

が、どうでしょうか。  

○奥野委員：この4月から1つの学会になるということだそうですが、新しくできる  

学会ですから、それに対してまだいまの時点でどうのこうのと言える問題ではな  

いと思います。せめて12次まで待って、新しい学会ができて、どういう方向性  

で何をするのかということを見極めた上からでも遅くないと思います。  

ただ、いまの問題は、いま我々が使おうとしている総合医という名称と、この  

3学会がどういう専門医の名称になるかもわかりませんが、もし、それに近いよ  

うな名称になるのであれば、混声Lを生じる可能性があるので、その調整はしっか  

りして 
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○梶井座長＝吉新委員のほうから、ここの（5）はなくてもよいのではないかという意見   

が出ました。そのほかの委員のご意見はいかがでしょうか。  

○吉新委員＝ただいまの奥野先生の話で言うと、ちょっとまだ混乱して、地盤が柔か   

い段階ですから、あとこの3学会の絡みという報告書は1行入れる必要があるの   

かどうかというのは、私はないのではないかという意味で言いました。というの   

は、学会というのは、この専門医・認定医と関係でやっていることが多いと思う   

のです。へき地を担う総合医というようなことを打ち出そうとしている我々には、   

既存の学会との関係を語る必要はないのではないかということです。  

○中村委員：実は、数年前から全自病協と国診協とで、地域包括医療ケア認定医ある   

いは認定施設という制度を立ち上げ始めたのです。私が所属する国診協の立場か  

らすると、入れていただきたい。あるいは外すなら、全部外していただきたいと  

いう感じです。  

○梶井座長：新たな意見が出てまいりました。  

○溢谷委員＝私は、本来学会の活動というのは自由なもので、厚労省のこの検討会が   

何かそこの活動に対してこうだという立場で意見を言うのはどうなのかなとい  

うふうに感じています。特に、ここは専門医の問題ということなのですが、我々   

の検討会の立場としては、さまざまな学会があるのですが、そういう所の活動を   

見守るとか、あるいは連携が取れるようなことを考えるとか、そういうことのス  

タンスならいいと思うのですが、その活動そのもの、総合医のあり方そのものが  

どうだということをこの報告書の中で言うのは少し立場が違うのかなという気  

がします。  

○梶井座長：なかなかいい意見が出てきたのではないかと思いますが、そうしますと、   

この3学会3団体のところと、それから中村委員が言われたそういう所との連携   

を視野に入れておくということで、よろしいでしょうか。全くここをゼロにする  

という意見もあろうかと思いますが、いかがでしょうか。  

ちょうど中立的といいますか、溢谷委員の意見が、私個人としては、もし記載   

するとしたらいいのかなと思うのですが、全く記載しないほうがいいと言う方、   

いらっしやいますか。このとおりに残しておくという意見の方、いかがでしょう。  

大多数の方は淀谷委員のご意見でよろしいということでしょうか。そうします  

と、溢谷委員のご意見を前面に出させていただいて、こういう意見もあったとい  

うことで、ここのところに関してはよろしいでしょうか。  

続きまして（6）医療の提供を受ける住民側の役割として求められることですが、   

これは追加がありました。2段落目の所です。これについて、2つのご意見が出  
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されました。実は、へき地医療支援機構の役割に入っているのではないか。もう  

1つは、13頁、2）の専任担当官の項に入っているように思うのですが、もしそれ  

がご了解いただければ、ここの所は議論しなくてもいいと思いますが、いかがで  

しょうか。ご意見がなければ、次に進みたいと思います。   

続きまして、4「へき地保健医療対策に係る具体的支援方策の検討」に入りま  

す。この項目は以前の骨子案のときには文末に記載の検討はありませんでしたが、  

前回第4回目で、さまざまなご意見が出されましたので、検討を追加いたしまし  

た。その代わり、新たに29真に、5「今後のへき地保健医療施策の方向性につい  

て」を作って、概ね意見の一致が得られたと思われる内容を記載させていただき  

ました。   

まず、へき地医療支援機構についてですが、14頁までで3つの意見が出され  

ています。この意見について素案にどう反映させるか、ご意見をいただければと  

思います。  

○内藤委員：これは、へき地医療対策に対する都道府県の役割と申しますか、その部   

分とも大きく関連する部分だと思うのです。へき地医療支援機構について、実際   

には未設置の所もあるようですが、実際には設置されていると言っても、ほとん   

ど機能してない、形だけのそうした県もたくさんあるように私は理解をしていま   

す。したがいまして、このへき地医療支援機構をきちっと機能させるという位置   

づけでいくならば、これはやはり都道府県に義務づける。しっかりとへき地医療   

支援機構を県の1つの組織として作ってもらう。その上で、医療法に定められて   

おります地域医療対策協議会等と連携をして、そうした医師派遣機能も含めた総   

合的なへき地の医師確保対策を担ってもらうよう・な権限を持った、1つの組織に   

すべきである。もう少し強い立場のほうがいいのではないかというのが、私の意  

見です。  

○梶井座長：4頁の下から3行目をご覧ください。へき地を有する43都道府県のう   

ち、機構を設置しているのは39都道府県、91％である。ですけれども、従来か   

らこの議論は検討の中で出ていますように、かなり設置されている中でも温度差   

があるというようなことですので、そういう所も含めてもっと強く内容に盛り込   

んではどうかと、報告書に盛り込んではどうかというご意見だったと思います。  

いかがでしょうか。  

○吉新委員：14頁のほうに行っていいですか。  

○梶井座長：どうぞ、そこも含まれています。  

○吉新委員：同じ4の中ですからいいですね。これは私が書いたっもりなのですが、  
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「へき地医療教育研修支援病院」という施設の提案です、へき地の診療所などの  

一次医療の施設がありますね、そして小病院。その上に、二次医療のへき地医療  

拠点病院群があるのですが、その上にある、いわばへき地の3次病院といいます  

か。そこは、へき地支援機構の事務局があって、専任担当官がいて、医師派遣機  

能を持っている。通常は、その病院内の救急総合診療科をやって、総合医として  

そのトレーニングを積んでいる、積めるというような機能を持った病院を指して  

いるのです。   

いままでの県の計画ですと、どうしてもすぐ県立中央病院とか、大きな病院、  

600床、800床の病院が拠点病院みたいに選ばれてしまうことが多くて。実際、  

救急総合診療科を設置するのにあまりにも専門細分化しすぎているケースが多  

いのです。あと救急は救急だけの担当であったり、総合診療科はどちらかという  

とみんなが診ない、専門医が食べ残した疾患だけやっているというような部分が  

あります。ですからより小さい機動力のある病院がへき地医療の拠点に望ましい。   
この間、専任担当官ではなくて兼任担当官が多いという話が出ました。どこと  

兼任かといえば、どうやら県庁みたいですね。そうでなく、機構の事務局及び専  

任担当官も一緒に同じ場所にいる。専任担当官自身が救急総合診療科で勤務して  

いたり、研修したり、仲間や後輩を指導したりする。へき地医療の資源である、  

人・金・物・情報を集中して、ここに1箇所集中しているという状況が重要です。  

先ほど言づた、あまり大きくない病院、300床とか200床ぐらいの病院であるこ  

とが非常に重要であると思うのです。そういうものが各県に1つか2つあれば、  

へき地のサポート体制の機能強化が図れるのではないかと思います。  

○梶井座長：吉新委員にお何いしたいのですが、へき地医療支援機構は1つの独立し   

た組織ということでずっと議論が進められてきたと思うのです。そうすると、そ   

の関係に関して結果としてはそうなるにしても、へき地医療教育研修支援病院   

（仮称）ということを、へき地医療支援機構が認可する、あくまでも基本的には   

独立した関係にあるということを、いままでの議論の中では私は想像したのです  

が、どうでしょうか。  

○吉新委員：もちろん機構としては各県に1つで、へき地医療支援機構は前から言っ   

ているように意思決定機能、ファンクションなのです。ですから、ここは事務局   

的な機能だろうし、情報を確保する所、手持ちの医療資源をどう利用するかとい   

った意思決定をする所でしょう。そして、医者を派遣してほしい自治体からの要   

請を受ける窓口ということになると思います。ですから、県全体では機構のパー   

ト1、パート2といった部分があったり、大きな県ではたぶんそうなるのでしょ  

うし、そうでない小さい県、へき地がたくさんあるような所では1つの機構がち   

やんと事務局というか、意思決定機関として存在するというイメージです。  
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○梶井座長：そうすると、このへき地医療教育研修支援病院、あとでも出てきますが、  

そこがファンクションを持つような形ではなくて、基本的には独立したような記  

載の仕方のほうがいいのかなと思うのです。  

○吉新委員：要するに、これはいろいろな側、いま行政的にへき地の道具なりへき地  

医療の資源がたくさんあるわけです。それを1箇所に集中させたいというイメー  
ジです。  

○梶井座長：さっき県立中央病院クラスではということでしたが、県によってはそう  

いう所になるところもありますね。  

○吉新委員：ちょっとさっき奥野委員とも話したのですが、あまりにも巨大な病院だ  

とすると、人はいるのだけど、専門分化し過ぎていて、実際へき地に行ってくれ  

る人はほとんどいないというようなことが起こったり、病院全体がここはへき地  

を支援する病院だということを認識しながら動くということが大事だと思うの  

です、職員で知らせる、職員が行動することが重要です。県立中央病院でも、小  

さい所もあります。けれども西日本にあるような選任担当官が勤務する大きな病  

院だと、あまり大きすぎて適切でないような所もある、一部の医師の仕事になっ  

てしまって病院全体では動きが取れないのではないかと思います。ですから、本  

当に病院自体が県の医療の中央の病院としての機能を果たしている所はまさに  

それでいいと思うのですが、選定にあたっては最初の導入が難しいのではないか  

とも思います。ただ、へき地の支援が病院として当たり前になって、みんなに浸   

透してくれば、機能として十分満たしているのであればいいと思います。最初の  

導入が難しいでしょうね。院内で相当マイノリティな人たちが重い仕事を持っと  

いうような状況だと、かえって破綻してしまうと思います。適切な、へき地支援  

の活動が浸透しやすい規模の病院がいいと思います。  

○梶井座長：こういうような支援病院を設けることについては、いかがでしょうか。  

○内藤委員：私、へき地医療拠点病院の項目で述べようかと思ったのですが、いまお  

話が出ておりますので、一言拠点病院について考えを述べさせていただきたいと  

思います。  

以前に申し上げましたが、こういう地域医療がうまくいかなくなっている大き   

な理由の1つとして、地域の拠点病院が医師確保も含めて非常に困難な状況iこ陥   

っている。特に、へき地を抱えるような医療県の中核的な医療機関というのは、   

2（）0床以下の病院が比較的多い。結局、派遣機能を求められるべき、へき地医療   

拠点病臨が実はそうした機能を失ってしまったために、県立中央病院クラスの各   

都道府県の県庁所在地にあるような大病院にこれが振り替えられているという  
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のが現状だと思います。各都道府県では保健医療計画で、各医療圏単位の拠点病  

院の整備を進めていると思うのですが、やはりその部分を充実させていかないと、  

本当の地域医療確保、あるいはへき地医療対策につながっていかないのではない  

かと思っております。したがいまして、各医療圏単位で拠点病院あるいは教育も  

担えるような病院をしっかり作っていくことが重要ではないかと思っておりま  

す。  

○吉新委員：一昨日もある県のへき地医療策定会議に出ましたが、県によっては自治  

医大も入れると地域医学の方が15人、20人、早い県ではもう4年生、5年生に  

なったと思いますが、彼らを流し込む仕組みが必要だと思うのです。県立中央病   

院でそれが全部受けられるのであればいいのですが、一定期間傾斜ローテーショ  
ンすると、おそらく2、3年後には中小病院の勤務になってくると思うのです。  

そこ▲がちやんとへき地医療の支援の受皿として機能するような仕組みを作らな  

いと、本来の目標である拠点病院群の周りのへき地に人が流れていかないと思う  

のです。地域枠の医師がばらばらになってしまうと、無駄に雲散霧消してしまう  

危険性がある。この第11次として我々が作ったルールが、今後5年間、日本の  

へき地医療の施策に効いてくるわけですから、新しい地域医学の人たちが現地に  

出るまでの問題点が解決されるような流し込みの仕組みを、今回作る必要あると  

思うのです。その意味では、やはり従来からある拠点病院群を元気にする、へき  

地医療支援病院を魅力的にすることをある程度ここで議論しておく必要がある  

かということで、中小病院を重視した発言をさせていただきました。  

○梶井座長：続きまして、15貞に移りたいと思います。15頁から17頁の前半、15  

頁の最初のなお書きに、前回内藤委員からいただきましたご意見が載せてありま  

す。4つの意見をいただいておりますが、皆さんのご意見を何いたいと思います。   

15頁の赤丸は、拠点病院の所にも入ってきておりますので、むしろそちらでご   

議論いただければと思います。そのほかの項目についてご意見を伺えればと思い  

ます。  

○奥野委員：文言の問題なのですが、これから以降も何回も出てくるのですが、「医  

局的な」という表現がありますが、これは何を指しているのか、人によって受け  

取り方が違いますし、よい取り方もありますし、そうでない取り方もあると思い  

ますので、この「医局的な」という表現はもうやめていただいて、医局的な中の  

何を指して言っているのかを明確にしていただきたいと思います。  

○梶井座長：皆さんが集うという意味だと思うのですが、何か「医局的」に代わるよ  

うな、たぶん一部の人にはスッと通じるのでしょうが、通じない部分もあろうか  

と思います。  
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○奥野委員：私ではなくて、私はこうだし、あの人はそうだし、一般の方はそうだし  

という意味で、こういうことは表現としては「医局的な」という表現は全然駄目  

です。  

○梶井座長：ですから、奥野委員が考えられる何かいい文言があれば、あと皆さんに  

も聞いてみたいと思います。ではどうですか、全員の方にお聞きしたいと思いま   

す。どうしても従来のそういうような言葉に引っばられてしまうところもありま  

す。  

○内藤委員：奥野委員のおっしやることも十分理解できるのですが、良い面も悪い面  

も含めて、「医局的」というのは非常に医療者にとってはわかりやすいのではな   

いかというのが、だから使っても、良い意味に取っても悪い意味に取っても、こ  

れは両面ございますので。  

○奥野委員：私は、その一般的な人がどう感じるかということに重点を置くわけです   

ね。だから、いままでの医局制度が悪かったから、相互補助が崩壊して、いまが   

あるという表現を使われるわけですが、一般的な方がこの報告書を見た場合に、   

その医 

かっていると思うのですが、一般的な目にさらされる場合には、こういう表現は  

どうかという意味です。  

○梶井座長：いかがでしょうか。  

○奥野委員：報告書の中に使われなければ、別にいいのですが。  

○梶井座長：少し考えていただきながら、いまお示しした所を次に進みながら、もう   

一度お話を何いたいと思います。  

次の広域連合のところです。これはたぶん書き方かと思います。「機構だけで  

は限界があり」、左側の黒字のところです。「医師確保の手法として」というとこ   

ろは、「市町村は長崎や島根のように広域連合を作り、臨床研修病院を持つなど  

してマンパワーを確保する努力が必要である」。「方法もある、その際にご意見を   

いただいたような十分な配慮が必要であるとの意見もあった」という書き方では、  

どうでしょうか。何かあまり必要であるとかというようになってしまうと、いろ   

いろな意見が出てきそうな感じがします。1つの策として、手法として方策とし   

てこういうことがありますと、そのときにこういうような課題もありますという   

ことを付記したような形にすれば、ここの意見はクリアできるかなと思いますが、  

いかがでしょう。もし、ご異論がなければ、次に進ませていただきたいと思いま  

す。  
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その次については、総合医あるいは地域医療修了医については、先ほどご議論  

が終わりましたので、割愛させていただきます。   

先ほどの「医局的」というところはいかがでしょうか。もう一度お聞きしたい  

と思います。  

○澤田委員：第3回の検討会の場で発言させていただいた、「医局的」という言葉の  

裏に込めた意味としては、一定の人材を育成しプールすることにより、人事配置  

に関して権限を有することと、派遣される医師に対して「往復切符」を持たせて  

現地に派遣し、必ず何年先には確実に戻って来られるという約束のもとに、派遣  

決定がなされるというイメージでお伝えしました。また、所属しているドクター  

は、複数医師のいるグループの中で守られているため孤立もしません。それらの  

ことも包括して「医局的な」というイメージで表現を用いました。特にへき地医  

療というのは、一旦、派遣されたら派遣されっばなしで、自分自身で後任医師を  

見つけない限り転勤もできないのでは…、といった不安や心配が拭い去れないこ  

となどが最大のネックになっているのではないでしょうか。その意味も含めて、  

将来のことを心配せずに、へき地の現場に派遣してもらえるというイメージで説  

明させていただいた次第です。もしも、「医局的な」という言葉に代わるものが  

あれば、それに越したことはないのですが、少し補足をさせていただきます。  

○中村委員：医局機能の中の人材バンク的な意味あいと捉えていいのですか。  

○澤田委員：そうですね、人材をプールし、組織として人事機能を発揮するという意  

味で捉えております。  

○中村委員：教育機能は含めてだと、やはり医局的な、人材バンク的なものだけだっ  

たら。  

○澤田委員：もちろん教育機能としての役割も欠かせないと思います。  

○中村委員：すると、やはり医局的ですか。指導者がいて、後輩を教育していくとい  

う意味では、やはり教育的なところもあるとは思います。ただ、この場面で使う  

文章としては、「医局的な」を省いても意味は十分に通じると思いますね。  

○吉新委員：へき地の現場にいると、総引き上げだとか、医局間抗争があったり、医  

局の総引き上げがあったり、医局の何とかって、あんまりいい単語でない場合が  

多いのですね。本来の医局のイメージ、古き良き医局をイメージする方と、迷惑  

な組織だというようなことと、いろいろあると思うのです。医局的というのは、  

あまりにも曖昧なのではないかと思います。ですから教育研修の機能を持った医  
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師派遣のできるドクタープールとか、そういうことでいった表現がいいのではな  

いかと思います。  

○梶井座長：という提案が出されました、奥野委員いかがでしょう。  

○奥野委員：私は、あくまで一般的な方が受けとるイメージというのと、それからも  

う1つ付け加えるとすれば、大学の人がどう見るかです。また国なり県なりが公  

的な医局を作るのかというような捉え方もされなくもないのです。私ももちろん  

いいほうのでお話をしているということは重々承知の上なのですが、そういうよ  

うな無駄な受け取られ方をするような表現をあえてする必要はないと思います。  

○梶井座長：そういうことも踏まえて吉新委員から提案がありましたが、もしよろし  

ければ、その医局的という言葉を使わないで、吉新委員ご提案のような文言を入  

れさせていただくということで、よろしいでしょうか。  

続きまして、（2）へき地医療への動機付けとキャリアパスの構築について、1）  

の医師の育成過程等におけるへき地医療への動機付けのあり方についてです。こ  

れも前回と変更ありませんが、5つの意見が出ています。そのうちの2つについ  

ては、先ほど既にご議論は終わっています。あとの3つについてはいかがでしょ  

うか。3つ目も、大学の役割のところで終わっているかと思います。  

4つ目と5つ目です。地元高校生を対象として、へき地医療に関する授業を教  

育カリキュラムに組み込んではどうか、これについてはどうでしょう。いきなり   

組み込むというのもいかがなものかと思うのですが、かなりいま早期体験学習的  

な取組み、そこに中学生も含めて高校生等が行って、実際に医療現場を見せてい  

ただく。あるいはいろいろな医師をはじめとする医療スタッフの活動を見せてい  

ただくというような取組みが全国でいま起こってきているように思います。そう  

いうレベルからではどうでしょうか。地域の中でも、地域を担う自分たちの、将  

来担ってくれる医師あるいは医療スタッフとなる人たちを夢見ながらやってい  

る所も、いくつもあります。ですから、そういうことをここに盛り込ませていた  

だくということで、いかがでしょうか。ありがとうございます。  

5つ目のご意見ですが、地域医療実習を都道府県が大学と連携して実施する場   

合に、補助金が受けられるような制度を求める。これは実際にはどうですか。木  

村委員、県のほうで補助金というか、支援をしておられる所がありますね。  

○木村委員＝島根県では大学への委託事業としてやっていますが、そういう意味で言 、．  

えば県が大学に支援しています。その事業費を国が支援するような形を作ってい  

ただければ良いと思います。  

○吉新委員：いまもあると思うのですが、昔、長崎の離島医療圏組合の、県主催のワ  
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ークショップは2分の1補償だったと思います。金額100万円ぐらいだったと思  

います、随分古い話、昭和52、3年ぐらいの時期に、国の補助制度で出ていまし  

た。まだ残っているのかな。地域医療を担う医学生のワークショップに関わる補  

助事業、それと同じような運用です。  

○梶井座長：それについては後で調べていただきます。そのほかなければ、次に移り  

たいと思います。  

2）安心して勤務・生活できるキャリアパスの構築、アのキャリアパスのあり方   

ついてです。これは19頁の2つ目の○以降に、前回鈴川研究班が提案されまし   

たキャリアデザインのモデル案と、そのときにいただいた意見を踏まえて策定し   

たモデル例が載せてあります。これについて、何かご意見ご ざいませんか。  

特に無いようでしたら、次に21頁、イのキャリアを評価する仕組みについて  

に入ります。ここも鈴川研究班の検討結果が示され、いろいろご意見をいただい   

ておりますので、そのまま掲載しております。2つの意見をいただいております。   

この意見を素案にどう反映させていくか、皆さんのご意見をお伺いしたいと思い  

ます。  

○澤田委員：このコメントは、私から提示させていただいたものですが、これまでの   

議論も含めて「総合医」というものの定義づけは非常に難しいものがあります。   

へき地だけでなく、都市部や大規模病院で活躍されている総合医も大勢いらっし  

やるわけです。専門医という名称についても自分なりに考えてみますと、この言   

葉の背景には、やはり「病気を治す」とか「病気と戦う」立場に重きを置いた医   

療を担う医師というイメージが強いように感じます。それでは総合医というと、  

どちらかと言えば病気と戦う医療も提供しながら、それ以上に「生活に寄り添う′」  

とか「生活を支える」といった立場に重きを置いた医療を実践する医師のイメー   

ジを持っております。高知県では、鈴川先生の資料にもありましたとおり、「高   

知諸診医会」という組織を作っています。外科や内科も最初から存在した言葉で   

はないわらナで、新しく作る診療科や医師像を示す言葉を生み出すことは大変に難  

しいものです。「諸診医」という言葉は、「諸々を診る」という総合医の造語であ   

って、この「諸」という字は万（よろず）という意味もあって、比較的中国語に   

詳しい方から見ても「総合」とか「何でも屋」みたいなイメージで捉えることが   

できるそうです。医療だけでなく、保健福祉や生活のことなど、あらゆることに   

関して幅広くという意味で「諸」という言葉を用いました。混乱をさせるようで   

申し訳ないと思ったのですが、総合医とはまた少しニュアンスの異なる、「諸診   

医」という言葉もあるという事例として提示させていただきました。  

○梶井座長：今日の皆さんのご意見では、ここまでで「総合医」ということは出して   

いこうということになっていますので、澤田委員どうでしょうか。こういうふう  
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に使っている所もあるというご意見を入れさせていただくということでよろし  

いでしょうか。  

○さ軍田委員：はい。  

○梶井座長：その次の意見に、へき地医療専門医と名前が付くと、「単にへき地に専  

門に行ってくれるお医者さんぐらいにしか思わないのではないかと懸念する」。  

これも、今日の議論の最初のところで意見がありましたので、こういうことも踏  

まえて総合医、専門医制度については今後検討を重ねていくということになりま  

した。  

それからウに入りたいと思います。ここでは2つの案、3つの意見が出ており  

ます。最初の意見は、キャリアデザインの中に入っていると思います。それから、   

公務員であることがインセンティブになるかどうかわからないという意見もあ  

ります。これは以前に奥野委員から、やはり若い人たちは公務員であることがイ  

ンセンティブになるということのご発言があったと思うのです。そもそも支援機  

構に所属しているということは、基本的には県職の身分がその時点では付与され  

るということになろうかと思います。そして機構が人事権を保有していくという  

ことになろうかと思いますが、いかがでしょう。  

○吉新委員：沖縄県では、私どもの協会が機構を受託していますので、民間人の場合  

もあると思います。  

○梶井座長：という意見もありましたが、ほとんどが現時点では県職ということでし  

ょうか。  

○吉新委員：だと思いますが、公務員ではないケースもある。  

○梶井座長：ですから、県職の身分がということでPRに使いたい所は、それはそれ  

でインセンティブにつながるということで使っていただくということは問題な  

いですね。では、ここはそういうことでよろしいでしょうか。  

次に（3）へき地等における医療提供体制の支援についての1）へき地医療拠点病  

院の見直しと新たな支援方策についてに入ります。ここは前回、23頁の最後の   

行から滞田委員のご提案が示され、さまざまな意見が出されましたので、新たに   

記載をいたし 

いて、皆さんのご意見を伺えればと思います。  

2つ目の意見ですが、へき地医療拠点病院等の中核的な病院への支援について  

は、医師の集約など、他の病院等から医師の引き抜き、これらの病院の廃止や診  

・療所化を招くことにつながる。それは、地域住民の医療へのアクセスの狭小化を  
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招きかねない。地域の医療機関に配慮し、慎重に進めるべきである。再掲となっ  

ております。ここで議論しましょうということで、先に出たところでは議論しま  

せんでしたが、これは「慎重に進めるべきである」という文言が付されています  

ので、確かにこういうようなことに注意しながら、配慮しながらということで問  

題はなかろうかと思いますが、よろしいでしょうか。   

そうしますと、最初の意見については、先ほど吉新委員が話されていました、  

へき地医療教育研修拠点病院の創設。ここで、先ほど議論しまして、これについ  

てはご異論なかったようですがこただし、そのへき地医療支援機構との独立性に  

ついて、この意見だと、もうそこに入ってしまうというような感じになりますが、  

あくまでも独立という下で、こういうような機能を持っていくということで、よ  

ろしいでしょうか。  

○吉新委員：これは全く支援機構の下部組織であることには変わりはないので、それ  

がどのような関係で、濃い関係なのか、一体的に運用しているのか、全く別なの  

かというのは地域でやはり違うのだと思います。基本的には機構があって、そこ  

の手足といいますか、医師をプールしていて、スピードを重視し非常に強力なへ  

き地医療のサポート医師団としてこの病院位置づけられるという理解をしてい  

ただければいいと思います。  

○梶井座長：そうしますと、ここに書いてあるいくつかの要件の中のいくつかのもの   

は、機構にそのままくっつけていけばいいということでしょうか。  

○吉新委員：おそらくそれは都道府県の状況で違うと思います。二次医療圏がたくさ  

んあったり、へき地が県全体に散在していたり、その運用の仕方が違うのだと思  

います。  

○澤田委員：前回の検討会でへき地医療拠点病院をⅠ、Ⅱというように2群に分ける  

という案を提示させていただきました。私は、吉新先生がご提案された「へき地   

医療教育研修支援病院」のイメージと、私の思い描いている「へき地医療拠点病   

院I」のイメージが 、かなりオーバラップしているように思います。ですので、  

しっかり医師を集約して、地域に派遣できる総合医を育成・教育し、必要とされ  

る地域にきちんと総合医を派遣することができる機能を持っ、そういった役割を   

担うへき地医療拠点病院には、大きなインセンティブが与えられるようになれば、  

という思いでおります。私の予想では、吉新先生が提唱されます、この「へき地   

医療教育研修支援病院」の認定を受ける病院というのが、県内では、おそらく最   

初に「へき地医療拠点病院I」の指定を取る病院なのだと考えております。それ  

らの指定基準等に関しては、これから研究班などで検討を重ねていく必要がある  

と考えています。  
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○梶井座長：ありがとうございました。前回の意見から、今日のこの意見についての  

流れが明確になったと思います。そのほかございませんでしょうか。  

続きまして、2）へき地診療所に対する支援について。ここは今回は意見はいた  

だいておりません。そして、前回までの意見は、へき地診療所での施設整備の拡  

充についてということ、この1点だけが記載できる項目でした。そのほか何か、  

皆様のご意見を伺って追加できるかと思いますが、いかがですか。  

○中村委員：へき地の診療所は医療機器や医師住宅に関する補助金の制度はいくつか  

あるのですが、わりと困るのは代診医の先生方に泊まってもらう施設だとか、見   

学や研修に来る学生さんや研修医が泊まる施設などに対しての補助金は私は見  

たことがないのです。そういったものがあるともっと広がりが出てくると思いま  

すね。例えばDr．コトーで有名になった鹿児島県下甑島の瀬戸口先生の所の診療  

所もそうですし、先ほど話題に出ましたが、町が寄付講座を作った福井県高浜町  

もそうで、医学生の研修用の宿泊施設が充実しているのです。それだけではない   

のでしょうが、宿泊施設がある土とは、学生や研修医が多く集まってくる大きな  

要因になると思います。例えば市町村の立場から言うと、10年前から医学生や  

研修医の教育をやっていても、それは中村の趣味だろうとしか思われてないので  

す。本当は日本の医療のためにやっているのですけどね。財政が厳しい市町村で  

は、職員でもない彼らのために単独事業で宿泊施設を建てるというのは難しいの  

で、補助をしていただけたら助かると思います。  

○梶井座長：ありがとうございました。何かいまのご意見、あるいはその他のご意見  

ございませんか。  

○内藤委員：26頁の㊥にドクターヘリの活用についてがあります。これまで我が国  

ではドクターヘリについては、いわゆる救命救急センターを持つ大病院が運航す  

る形で、実はこれまでへき地を抱えるような日本海側には全くドクターヘリはな  

「   かったのです。来年度、今年の4月からこれは全く新しい試みですが、兵庫県、  
京都府、鳥取県の3県で日本海側での北部地域のドクターヘリの運航を始めます  

が、やはりへき地医療をサポートする体制としては、ドクターヘリは非常に有用  

だと思いますので、広域で県が協力し合って運航するようなことも、今後、推し  

進めていく必要があると思っております。  

○梶井座長：ありがとうございました。いまドクターヘリのご意見をいただいたので   

すが、2）へき地診療所に対する支援のところでその他ご意見ございませんか。  

○奥野委員：この参考資料3は、これは決まりということでよろしいのですよね。′医  

師住宅や看護師住宅の補助の平米数が変わったという。  
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○事務局：参考資料3に付けさせていただいております「へき地診療所等の医師住宅  

の拡充について」ですが、こちらにつきましては財務省との協議を終了いたしま  

して、平成22年度の予算通過後に、来年度からの予算事業では基準面積の拡充   

及び単価を上げさせていただくという形になりました。これにつきましては、前   

回奥野先生とご提案いただいたことと、検討会の議論を踏まえて財務省との調整  

を行いまして、明日の全国医政関係主管課長会議で、各都道府県にもこれをお知  

らせするという予定になっております。  

○奥野委員：もう1つは、先ほどの研修医に関しては、臨床研修に係る補助か何かで   

研修医を泊める住宅の補助があったような記憶があるのですが。  

○事務局：医師住宅に関する補助事業はございますが、中村先生がおっしや 

へき地診療所内における宿舎のようなものに対する補助制度は、現在のところは  

ございません。住宅という形で医師が居住することが前提なので、一泊とか短期  

間滞在されるようなものという想定ではございません。臨床研修病院のほうは臨   

床研修病院研修環境整備事業という形で研修医の宿舎整備に対する補助事業が  

あるのですけれども、へき地診療所での施設整備という形ではございません。  

○梶井座長：ありがとうございました。よろしいでしょうか。もしなければ次にいき  

たいと思います。  

3）情報通信技術（IT）による診療支援についてですが、これは前回、村瀬委員に   

プレゼンテーションをいただいた内容を載せております。これに対して3つの意  

見をいただいております。  

村瀬委員から、今日は出席できないというご連絡をいただいているのですが、  

2つ目の○を見ていただきまして、「コールセンターと、データベースのクラウ   

ドシステムの構築により、センター化とローカライズを同時に実現することで」  

というところを、このように変えていただきたいという連絡を受けております。   

「のクラウドシステム」から「実現」、ここまでを削除してくださいということ  

です。「コールセンターと相談データベースを活用することで」というように変  

えていただきたいという連絡を受けております。村瀬先生からのご報告は以上で  

すけれども、3つの意見につきましてはどうでしょうか。  

いちばん目の意見については、できるだけブロードバンド環境、光ファイバー   

網であることが望ましいということは、ある程度検証はされているのでしょうか。  

○吉新委員：先日の東京都のへき地医療策定会議で、小笠原の母島まで、もう光ファ   

イバーが行っているということなので、相当改善されているなと思います。ただ、   

そこで広尾病院の先生がおっしやっていましたけれども、いま、タイと日本の間   

で九州大学のダ・ピンチというオペをするロボットを、電子コントロール、要す  
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るにリモートコントロールをして、アッペの手術などをやった例があるという話  

を聞きました。東京都では簡単なウェブ会議と、画像伝送がペアになって、これ  

は当然のシステムということで、これから揃えるというようなことをおっしやつ  

ていて、かなり進んでいるところは、レベルの高いシステムを入れるということ  

です。できればこの委員会が望ましいかどうかわかりませんが、こういった事例  

があるというような事例集を出していただいたりするといいのではないか。要す  

るに変えるならばこういうレベルですよと。へき地医療における新しい通信技術  

はここまでいっていますよということが、 

思います。  

○鈴川委員：ちょっと一般論で申し訳ないのですが、IT化が非常に進んでいるとい  

うのは私もよくわかっていますが、実際にそれを動かすには人と金が必要なので  

す。そのことを言わずにこういう技術を並べても、全然動かないと私は思ってい  

て、たくさんつぶれている事例を見ています。そのことを注意して、IT化の推  

進ということ■を書くのだったら、それを両方書かないと、お金をたくさん無駄に  

してしまうと私は思っています。  

○梶井座長：ありがとうございました。いまの一言は大切だと思います。  

○中村委員：実は私が現場でやっている感じでは、特定保健指導などで、栄養士や保   

健師による指導にITがすごく有効なのです。ちなみに平成19年度の「厚生労働  

白書」に旧名田庄村で携帯電話を使った取組みを掲載していただきましたが、保  

健指導で非常に有効なのです。  

ただ問題なのは、ここで話題にすべきことかどうかわかりませんが、いまの特   

定保健指導との初回の面談は、直接対面式ではないと 

して、携帯電話のテレビ電話機能やパソコンのWebカメラを使ったITでの面接  

でよいことにしていただけると、へき地のマンパワーの不足を大手のコールセン  

ターで補えるのです。今後、へき地でも多くの人に特定保健指導を受けてもらい  

たいので、初回面接のITでの許可は非常に大事だと思います。  

○梶井座長：ITの技術については、国レベルでいろいろな取組みがなされています  

よね。  

○吉新委員：そういう議論が出たということを私は言っているので、ここでいろいろ  

な紹介をしてもいいのではないかなと思います。実際、どの程度までブロードバ  

ンドの実態はどうなのだろうという話があったときに、どこにブロードバンドが  

引かれているかということを担当者に聞くとご存じない方が多いと思うのです。   

ADSLなのか光なのか。ですから、ちゃんとやるのであればそこまできっちり調  
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べなくてはいけませんねという話です。  

○梶井座長：ありがとうございました。  

○津田委員：へき地診療所は、距離的・時間的ハンディが大きいところが多くて、光  

ファイバーの環境がまだ整っていない、もしくは今後10年経っても採算性など   

の問題のため、おそらく整備されないだろうと言われている地域が多くあります。  

ただ、役場とか小中学校については、意外と光環境が整っている場合が多いので   

す。高知県の場合は、へき地診療所の傍に位置する役場まで来ている光ファイバ   

ーを、 分配して利用させてもらうといった工夫をしてみました。へき地診療所な  

どが、単独で光ファイバーを引き込むというのは、財政的な意味も含めて大変難  

しいことだと思いますが、近隣まで来ている公共の施設などを調査して、そこか  

ら回線を分けてもらうなどの運用イメージも、一つの対応策として情報提供して  

いくことも必要ではないかと思います。  

○梶井座長：ありがとうございました。いろいろなご意見が出ましたが、よろしいで  

しょうか。いまのご意見を踏まえた報告書への盛り込みをさせていただきたいと  

思います。  

先ほど少し出ました、ドクターヘリの活用についてですが、これまでの検討会   

では特に意見交換がなかったテーマな甲ですが、こういう4つの意見が出ました。  

そして先ほどのご意見をいただきました。また鈴川委員も意見をということでし  

たので、鈴川委員、お願いします。  

○鈴川委員：ヘリコプターは非常にいいと思うのですけれども、いわゆるドクターヘ   

リ法案で考えているドクターヘリをそのままへき地医療に有効かということに  

ついては、よく考えていただきたいと思います。例えばドクターヘリは指令があ  

ってから何分で飛び立っということばかりを非常に気にしていますが、もう少し   

ヘリコプターを柔軟に活用することができれば、例えば資材を運ぶ、、そんなに重   

症ではないけれども患者さんを運ぶとか、もう少し広い使い方ができるような、  

例えばドクターだけを専門科診療で運んでもいいとか、もう少し柔軟なヘリコプ  

ターの活用。私たちは昔研究班の中の報告書では、へき地医療支援ヘリコプター  

みたいな言い方をしたと思いますが、もう少し楽な活用方法を考えていただけれ  

ばと思います。いまの救急医学会で考えているようなドクターヘリではなくて、  

もう少し活用度の広いヘリコプターの提案をしていただけると、もっと動くので  

はないかという気がしております。  

○内藤委員：私ども、鳥取県、京都府を含めまして、基幹施設となる兵庫県とも、現   

在具体的なそういった基準作りを進めているのですが、鈴川委員がおっしやると  
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おり、日本海側でこれまでできなかった理由の1つは、気象条件等もありますが、  

人口密度が低い、なおかつ医療過疎地域だからうまくいかなかった部分がありま  

す。そういった意味では、今回、私どもが目指しているのは、まさしく地域医療  

支援型のドクターヘリを目指していきたい。したがいまして、これまではいろい  

ろなドクターヘリの運用では、50km圏域、これしか効果がないのだよと言われ  

ていたのを、最大100kmまで飛ばしましょうとか、いろいろな形でやっていこ  

うと思っています。夜間等についてもドクターヘリは現在日本では夜明けから日  

没まで、有視界飛行しかできませんので、ドクターヘリと合わせてドクターカー  

も運用していこうと。それによって傷病者に対するドクターの接触時間を短縮す  

る。こういったことを進めていこうと思っています。  

○吉新委員＝たぶん、第9次からヘリを巡回診療に使おうという話は出ていますし、   

基準額はちょっと忘れましたが、補助も9，000万ぐらいですね。国は2分の1、   

あとは自治体と県という負担額だと思いましたが、ドクターを運ぶというのはな   

いのです。巡回診療するというのはあるのですが。これは私たちも長崎でやろう   

と思って、まだ十分準備ができていないのですが、結局、私どもの運営している   
施設が、 

神経内科といくつかの科が厳原と上五島と福江島に巡回診療をしている   

のです。移動に時間を取られてドクターが気の毒でしょうがないのですが、飛行   

機だと1日で済むのですが、船だと1週間ぐらいかかるのです。そういうような  

ことが、いま鈴川先生がおっしやったように、非常に効率よくできるのだと思い   

ます。ヘリがそれをやると年間1億5，000万かかると聞いています。大半はガソ   

リン代です。そのガソリンの半分以上が税金なのです。日本のガソリンはアメリ   

カの倍以上するのですが、ガソリンの税金をへき地医療に限ってはただにすると   

いうような仕組みはできないのでしょうか。非常に原価は安いわけですから、そ   

うすれば皆が気軽にヘリコプターを使えると思うのです。そこはへき地医療の名  

ではならないですか。  

○梶井座長＝なかなか即答はできかねることだと思いますが、吉新委員の言われた、  

ドクターを運ぶドクターヘリという。  

○吉新委員：ヘリによる巡回診療です。  

○梶井座長：ドクターヘリと一緒になってしまいますね。  

○奥野委員＝もう1つお聞きしたいのですが、今回は検討いたしまして、予算規模が   

限られていますよね。毎年を見てみますと、ドクターヘリが増えてから、全体の   

へき地のその検討に関わる予算の中でドクターヘリに取られるお金というのは   

たくさんありますね。というのは、ドクターヘリ独特の法案があって、そちらの  
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ほうにへき地として潜り込ませていただいて、いろいろな議論をさせていただい  

て、いまの用途などもお願いするということで、ここでへき地対策のほうから限  

られた予算の中でこれを持って帰ろうとすると、ほかの部分が引っ込んでしまう  

ので、是非、ドクターヘリがほかに全くなくて、ここで組み立てないといけない  

のであれば、こちらからお金を出さないといけないと思うのですが。もっともお  

金がどんどんあって、上乗せできるのであればいいと思うのですが、ちょっとそ  

の辺のお金のからくりがわからないので、検討委員会全体でどれぐらいの予算規  

模で、どれがどう配分されるのか、もともとわかっていないので難しいところな  

のですが、ドクターヘリというのは、ほかに議論する場所があるのであれば、そ  

こでしっかりやってもらって、こちらから出すお金を少なくするということはで  

きないのでしょうか。  

○梶井座長：いかがでしょうか。  

○唐澤審議官＝同じ指導課の予算だと思いますので、そんなにご心配しなくてもいい  

と思います。ふんだんに取れるわけではないと思うのですが。  

○梶井座長：当初全く記載のなかったドクターヘリについて随分記載項目が増えまし  

た。どうもありがとうございました。  

続きまして、5）に移りたいと思います。ここでは1つ意見が出ていました。こ   

の意見に関しましては、拠点病院の項に記載されていると思います。さらに、人、   

物、お金を投入してしっかりテコ入れする必要があるということも書いてありま   

して、これは今後、研究班等でさらに検討していただければと思いますが、よろ  

しいでしょうか。  

○奥野委員＝これも1つ現実ですが、管理型の臨床研修が小さいところで連続して3   

年以上研修医の応募がなかった場合には、応募権から外されるのです。実は現実  

にそういう病院があったわけですが、へき地では臨床研修に来ていただきたいと   

努力しても、なかなか来ていただけない。だから来ないとそこで指定が受けられ   

ないというような形になりますと、田舎でなかなか実際、小さいところで臨床研   

修を行う、もちろんいろいろな要件を満たさないといけないので、ほかとのタイ   

アップということがあって、協力型という理由もわかるのですが、そういうこと  

も勘案していただきたいと思います。  

○梶井座長：ありがとうございました。そのほかご意見いかがでしょうか。  

○前田委員＝先ほどの奥野委員の意見なのですが、長崎のほうも離島の中小病院で研   

修医が来なくて、指定を外れるというような恐れが出てきております。これは、  

・35－   



学生、あるいは若い研修医をその現場に連れて行って紹介することによって、そ  

の地域の中小病院に研修医として興味を持つという現象もありますので、卒前教  

育が少し地域医療教育に傾いていけば、もしかすると出てくる可能性があります。  

いまの段階で、3年間なかったから切るというのは、まだ早いのではないかなと  

思います。是非盛り込んでいただきたいと思います。  

○梶井座長：前田委員のご意見、ありがとうございました。そのほかございますか。  

よろしいでしょうか。  

続きまして、（4）のへき地等におⅠナる歯科医療体制についてですが、前回のご提   

言をベースに素案が作られています。これに対して特にご意見をいただいており   

ませんので、時間の関係もありますし、次にいってよろしいでしょうか。  

ありがとうございます。次に（5）へき地等の医療機関に従事する、以前は「コメ   

ディカル」となっていたのですが、「医療スタッフ」という言葉のほうが良いで  

しょうということで、「医療スタッフ」と言い替えさせていただきましたが、こ  

こは春山参考人のプレゼンテーションを踏まえて掲載させていただいておりま   

す。ここでは3つの意見をいただいております。このご意見についていかがでし  

ょうか。  

○神野委員：私もどこかに看護師等のスタッフについての具体策をいままでの10次   

の中では、あまり具体的なことは書かれていなかったのかなと思ったのですが、   

今回の11次で、医師以外の医療スタッフの分をどの程度盛り込んでいくのかな  

というところが、皆さんも含めて、いろいろなご意見が出ていたと思います。派   

遣についてなのですが、看護師の例を北海道でちょっ㌔とご紹介しますと、これま   

でも看護師は1回たりとも、充足しているということは全然ありませんで、毎年   

ずっと増加しているのですけれども、不足だということは言ってきたのですが、  

この3年ぐらいで、議会議論の中でもたくさんの質問が出て、いよいよ看護師も   

派遣制度ができないのかといった議論が出てきています。来年度、北海道は非常   

に実現するのも人材確保という部分では難しさがあるというのはわかりつつ、検   

討会を設置することにしています。ほかの都道府県の皆様も、看護職員の確保対   

策は、トータルとしてどこもなされていると思うのですが、やはりへき地医療と  

して特化した形での対策というところが、いままであまり焦点化されてこなかっ   

たかなと思うので、何らかの書き込みをしていただければと思います。  

○梶井座長：例えば、具体的にこういう書き込みをというご意見がありましたら。  

○神野委員：私の意見ではないのですが、先ほど支援機構のところにも、看護師やほ  

かのスタッフのことも、機能として盛り込むべきではないかというご意見も書い   

てあったのですが。14頁の「新たな支援機構の役割」のところに、「医師だけで  
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なく看護師、保健師らコメディカルに対しても機能の役割を拡大すべきではない  

か」ということと、このことがどの辺りを落としどころで書いたらいいかが、私  

もちょっと迷っているところです。  

○梶井座長：ここで個別に書いていくという方法もあるでしょうし、やはり支援機構  

ということを、もっと強化していこうというのが、この検討会での最初からの骨  

子だったと思うのです。ですから、「ではないか」というところの書きようかな  

とも思いますが、どうでしょう。  

○神野委員：よろしくお願いします。  

○梶井座長：もちろんここに、いま春山参考人の意見を踏まえて書かれていることも  

非常に大切ですよね。今回いただいたご意見について、これは書き加えるべきで  

はないというようなご意見はないと思うのですが、この項についていかがでしょ  

うか。  

○前野委員：14頁の、コメディカルに対しての機構の役割を拡大すべきというのは、  

私が付けたものだと思うのですが、いま指摘がありましたように、医療スタッフ  

の充実というのを、今回はどこかに触れておいたほうがよろしいのではないかと  

思います。  

○梶井座長：前野委員から、ただいまのご発言もありましたし、先ほどの神野委員の  

ご発言も踏まえて、支援機構のところできちんと述べておくということでよろし  

いでしょうか。  

ありがとうございます。ということで、（5）の議論を終えまして、時間になって  

しまいましたので、5の「今後のへき地保健医療施策の方向性について」セす。  

これまでの検討を踏まえて、一定の方向性が示されたと思う内容を載せておりま  
す。本日のご意見を踏まえて、次回までに手を加えることになりますが、この場  

で特にご意見等がありましたらお願いします。  

○三阪委員：いまのへき地等の医療機関に関する地域医療スタッフについてもトータ  

ルでなのですが、へき地の拠点病院の立場から、非常に危倶をしているのが、今  

回これが策定されても、いま拠点病院で抱えている、いったい誰がやるのか、ど  

ういう仕組みでやるのかというのは、たぶん上から降りてきても解決されないの  

だろうなという危倶があります。その1つとして、医師に対して何かインセンテ  

ィブという詰もあったのですが、これが無理なら、やはり拠点病院同士で何か作  

るというのも、 1つの案だと思います。話を蒸し返して非常に申し訳ないのです  

が。例えばがん診療連携拠点病院の場合は、予算が下りてがん相談室を作って、  
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コーディネータを作るということで、非常に機能が始まっている。 そうなると、  

窓口がどこで、誰がするんだということを明確にしてもらうために、文言は、へ  

き地地域医療支援室だとか、何でもいいと思うのです。あるいは病院によっては  

地域医療連携室とバンドルさせてもいいと思います。支援室に室長、誰か医師を  

置くなり、あるいはその支援室のメンバーを看護師、薬剤師、コメディカルを拠  

点病院として置く。支援機構の命令系統をその各室が伝えて、各コメディカルの  

問題点やネットワークをそこで作っていくというような仕組作りをしていただ  

かないと、おそらくいま誰がどうしてどのようにやるのか、支援機構がこうだよ  

と言われて、拠点病院がこういう役割をしなさいよと言われても、これはおそら  

く窓口がないまま終わってしまうというところです。   

ですから、予算の配分がありましたが、場合によっては、拠点病院に支援室を  

作るような予算を配分して、室長を作り、コメディカルのスタッフを作るという  

ような、現場の仕組みを何とかしていただくようにできないか。その中で教育の  

ネットワークなども各県で作るというようになってくると、医療機関に従事する  

医療スタッフ、先ほど看護師の問題もありましたが、看護師も支援室のメンバー  

になっていただいて、県全体で広域的にネットワヘークを作って、情報交換をす  

ると、そのような仕組みが必要だと思います。い ままでの議論ではなかったので  

すが、蒸し返すようで申し訳ないですが、その辺の仕組みを作っていただかない  

ことには、拠点病院は動きようがないかなというイメージを持っております。  

○梶井座長：ただいまの意見についていかがでしょう。  

○中村委員：例えば地域包括支援センターのように、社会福祉士、保健師、主任ケア  

マネが1名ずつといったような絵があるといいですかね。こういった職種が何人  

いてという絵を描くとわかりやすいですね。  

○三阪委員：そうですね。確かにそういう絵を描いて、それを広域的に全県的に拠点   

病院でネットワークを組んで、各室が窓口になってやるような窓口の機能という  

のが、いま一切無いので。  

○中村委員：専任のドクターがいて、専任のコメディカルスタッフがいてという、そ  

んな絵があると少しわかりやすいと思います。確かにそういうのは全然ないです  

よね。  

○梶井座長：澤田委員、いかがでしょうか、実際にやっておられる立場で。  

○澤田委員：確かにご指摘の部分は大切なことだと思います。へき地医療拠点病院に  

対して、支援機構から代診依頼をするにしても、やはり院内調整役といいましょ  
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うか、いわゆる窓口となる担当の部署や担当医師などが決まっていると、依頼も  

しやすくなると思います。私が所属する高知医療センターでは、「へき地医療支  

援室」を設けて、窓口を担当しているわけですが、この部屋があることによって、  

へき地医療拠点病院としての姿勢や役割を明確にすることができておりますし、  

院内スタッフからも、私が担うへき地支援業務に対する認知を高めることにもつ  

ながると思います。以上のことから、へき地医療の窓口となる部署を院内に設置  

することについては、それなりの意義があるものと考えております。  

○梶井座長＝ありがとうございました。新たなご意見でしたが、少し皆様のディスカ   

ッションを進めていただきました。そのほかございませんか。今日は長時間にわ   

たりありがとうございました。時間を10分近く超過してしまいました。誠に申  

し訳ございませんでした。  

振り返りますとこのへき地保健医療対策検討会は、昨年の7月以降、これまで   

に5回にわたって、へき地保健医療対策に関わるさまざまな事項を議論してまい   

りました。特に、今回の検討会におきましては、報告書の素案の中身について、   

非常に熱心、に真筆なご議論をいただきました。  

当初お話しましたように、次回の検討会をもう一度開きますが、その際には本   

日の議論を反映させた検討会報告書（案）を提出させていただき、最終的にご確   

認をいただいた上で、この検討会の報告書として取りまとめたいと思います。そ   

れでは次回のスケジュールにつきまして事務局からご案内をお願いします。  

○馬場医療確保対策専門官：次回の検討会ですが、既に予備日として調整させていた   

だいておりました、3月19日（金）の13時から開催をいたします。場所は未定   

です。これにつきましては、開催通知にて、正式にご案内申し上げます。本日の   

議事録につきましては、前回と同様に各委員のご確認をいただいた上で、厚生労   

働省ホームペ⊥ジに掲載させていただきます。ありがとうございました。   

0梶井座長：ありがとうございました。  

（了）  

照会先：厚生労働省医政局指導課  

救急・周産期医療等対策室  

助成係長 田Jll幸大  

電話：03－5253－1111（2550）  

㊥   




